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1巻頭言

巻 頭 言

1 はじめに
筆者が本格的にかつまじめに振動論や波動論の勉

強を始めたのは大学院修士課程に入ってからである。

それまではどちらかというと、他の学生たちと同じ

く、旅行やマージャン、そしてたまにデートと忙し

い日々を送っていた。その当時、原子力発電所建屋

の地盤との相互作用や不整形地盤の特異な地盤振動

の増幅特性の解明がホットな研究テーマであった。

大手建設会社入社後も引き続きこうしたテーマに取

り組み、カリフォルニア大学サンディエゴ校に留学

して取り組んだのも、この延長線上の解析手法の研

究であった。帰国後しばらくして、京都大学名誉教

授の小堀鐸二先生が取り組まれた振動制御に興味を

持ち、振動を抑制するアクティブなマスダンパーや、

パッシブな制振構造の研究に取り組んだ。そして今

もっとも興味を持って取り組んでいるのが、センサ

技術を駆使した環境の把握とその活用である。環境

の把握の研究には、たとえば構造物の健全性を診断

する「構造ヘルスモニタリング」やこの表題にある

「建築空間の生命化」が含まれる。前者については、

さまざまな場で発表してきているので、ここでは、

読者の皆さんにはきっと聞きなれないであろう「建

築空間の生命化」についてお話しすることとしたい。

「建築空間の生命化」は、建築空間自身を生命体

のような機能を持つものに進化させることを言う。

具体的には、環境を認識する神経系としてのセンサ

ネットワークとその環境認識に基づいてアクション

を起こすアクチュエータネットワークを導入するこ

とによって、建築空間を能動的な空間とするもので

ある。このことによって、建築空間が未知の環境変

動・自己の変動・目的の変動に適応する能力を持

ち、また、空間の環境変化を時々刻々捕らえること

で、次の世代への進化に必要な情報を正確に伝達す

る。そうして、柔軟で、安全・快適な空間への進化

を早めることを目指すものである。

たとえば、皆さんのお住まいになっている住宅を

考えて欲しい。部屋のちょっとした段差で躓いたり、

お風呂の床で滑ったり、柱の角に頭をぶつけたり、

さらにはエアコンの風が不快であったり、生活して

いると種々の生活上の問題や不満がある。しかし、

その不満を直接次の世代の住宅の設計に反映させる

ことは難しい。いろんな問題や不満は個別のもので

あり、普遍化するには時間がかかり、かつ、何があ

ったのか皆忘れてしまうからである。住宅は3回建

ててみて、やっと満足できると言われるほどで、設

計ニーズは個別的で、その要求を設計者に伝えるの

はなかなか困難な作業である。どんな小さな問題や

課題であっても構わない。すべて自動的に記録され

るとしたらどうだろうか。しかも、その情報が設計

に必要な形に自動的に加工されて次の世代に受け継

がれるとしたら。それは建築空間の一種の遺伝子と

呼ぶこともできるであろう。

日本の建築物ほど短命なものは先進国では珍し

い。高度成長の過程で、建物に求める水準が急速に

上がっていったことがその主因であるとされる。短

命な建築は、エネルギの浪費であって、地球環境の

視点からもはや許されない状況にある。「建築空間

の生命化」は実は、そうした面でもきっと役に立つ

ものである。

2 設計図面は必要か？
建築の設計のほとんどの情報は、設計図面の形で

施工者に渡される。しかし、本当に設計図面が空間

の創造に関する情報の受け渡し方法としてベストで

あろうか？たとえば遺伝子は限られた種類の塩基の

結合によって構成されていることが知られている

が、たとえば人間の外見を見ると、結果的にある形

に結実することを実現している。つまり、空間の形

建築空間の生命化
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を伝達するのに、設計図面でない方法で受け渡す方

法がある、ということを意味している。設計図面は、

最終的に出来上がる建築空間のチェックに必要なだ

けなのかもしれない。設計に必要な情報を伝達する

のに、もっと効率的なそして魅力的な方法がきっと

あるはずである。

建物の設計は、種々の制約条件および要求条件の

もと、最適な解を探す作業である。目標と実現手段

との関係が直結していて単純であり、相互のトレー

ドオフ関係がなるべくなければ設計作業は格段に楽

になる。たとえば、スケルトン・インフィルは、建

物をささえるスケルトンと相対的に寿命の短いイン

フィルを極力相互に関係しないように分離したもの

である。しかし、生命システムでは、このようにト

レードオフ関係のあまりない機能、器官は実は例外

であって、実に多くの相互作用を内在している。こ

のことが未知の外乱や、これまで想定されなかった

外乱へも柔軟に対処できることと、深い関係がある。

相互作用が多いシステムは、冗長性の高いシステム

と言い換えることができるが、その複雑性を高度に

利用した設計手法は確立されていない。つまり、単

純化して冗長性を低くすることが必ずしも良いこと

ばかりではない可能性があることを示している。

生体防御機能には、中枢および末梢神経系、内分

泌系、免疫系、血管系など多層の仕組みが備わって

いる。それぞれどの範囲までの攻撃に反応するか、

どのくらいの速さで反応するかが異なる。個体での

防御が不可能な場合には、突然変異などの多様性に

よって、特定の遺伝子構造を持つグループだけが生

き残ることで種の存続が図られるといった巧妙な仕

組みがある。それぞれの防御機能は複雑に連携しあ

って相互に協調しながら働いている。こうした適応

能力を建築空間に持たせることで、寿命を飛躍的に

延ばし、エネルギ削減とも両立した空間の実現が可

能かもしれない。

設計のしやすさの観点からは、相互作用を持つ部

分を極力減らして設計変数を少なくすることが重要

であるが、生命のこうした仕組みを組み込んで、相

互作用を積極的に利用して、超冗長なシステムとし

たままで、安定で種々の外乱や使用環境に適応能力

を持つ建築空間実現をしたい。ただし、超冗長なシ

ステムをこれまでの手法で設計することはきわめて

困難であり、分散システムとしての新たな設計手法

の確立が不可欠であろう。

さて、もう一度問いかけたい。建築の設計に本当

に設計図面が必要だろうか？設計図面もひとつの情

報伝達手段であるが、それがベストであるとは限ら

ない。建築空間がみずからその環境情報を蓄積し、

次の世代への進化につなげようとするとき、ベスト

な情報伝達手段は図面ではないような気がする。

3 建築空間の生命化のための環境把握の方法
今ある技術で建築空間に適応能力を持たせるため

には、環境を認識するセンシング機能と、その結果

を通信・処理・判断するネットワークとコンピュー

タ、そしてその認識結果に基づくアクチュエーショ

ン機能を付与することで実現することになろう。た

とえば空調機器では温度、湿度、風速などの監視が

なされて、その結果がフィードバックされた調整が

される。地震や風に対しては、制振技術の進展で、

ゆれの状況をセンサで把握し、制振をつかさどるア

クチュエータに対して指令を送るようになっている。

センサ技術やコンピュータ技術は日進月歩である。

新しい建物にセンサやアクチュエータを最初から埋

め込むことは可能であるが、その陳腐化のスピード

は速い。また、すでに存在する建物にこうしたもの

を後から設置するのは大変困難である。こうしたも

のの導入は建築空間について一種の構造化をするこ

とも意味しており、改築などへの対応は複雑になり

がちで障害ともなりうる。

そうした観点から現状の技術を見回すと、家庭へ

の導入がもうまもなくと想定されているロボットが、

実はセンシング機能、ネットワークとコンピュータ、

そしてアクチュエーションの機能の一通りを持って

いて、「建築空間の生命化」のための道具として最適

であることがわかる。近い将来にロボットが建築空

間を構成する一部となることは確実であると信じて

いる。ロボットには移動機能もあり、目的によって

は、多数のセンサをひたすら静的に張り巡らせるよ

りも格段に低価格となりうる。空調制御の一部とし

て、制振装置の一部として、そして建物自身の健全

性を検知する仕組みとしても利用可能である。ロボ

ットを移動センサおよびアクチュエータとして活用

し、建築空間を生命化することで、生命の持つ冗長

性が埋め込まれた、まったく新しい建築空間の構築

が可能である。図1にはそうした建築空間のイメージ

を示す。

たとえば、筆者自身の経験する環境情報をひたす
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ら記録するロボットが存在する状態を想定してみる。

居室に入るとロボットが筆者の意図を汲み取り、照

明を適度な明るさにコントロールして、空調を筆者自

身が快適と感じる温度、湿度に設定する。床のちょっ

とした段差に躓けば、次の世代にその問題が残され

ないように確実に記録がされる。眠くなれば照明が

落とされ、空調も就寝時に適した状態に保たれる、

といった具合である。こうした日々の情報がすべて

蓄えられることが、次の世代の建築空間の進化に直

接役に立つ。こうした空間は、介護を必要とされる

ような方々には特に魅力的であろう。ただし、情報

がひたすら蓄積されるだけでは意味がなく、設計情

報として活用できる形に加工されることが必要とな

る。つまり、環境情報の遺伝子への変換、である。

遺伝子に盛り込まれている、次世代に受け継がれ

る情報の量は普通一定である。このことはひたすら

情報をためこむことだけでは、進化には無意味であ

り、進化に必要な形へのある種の変換が必要である

ことを示唆している。

4 建築空間の生命化のための研究課題
センサネットワークとアクチュエータネットワー

ク、そしてロボットといったハードウェアの研究の

必要性が最初に頭に浮かぶ。しかし、この部分に建

築工学の研究者が直接貢献できることは限られるで

あろう。

次に、情報そのものの研究がある。図面の形で渡

される情報の本質はなにか。図面に結実されるのに

用いられた情報はなにか。なにが設計に要求された

条件で、結果的にどういう解決手段がとられたか。

こうした設計のプロセスにかかわる情報は実はシス

テマティックには残されていない。また、もしロボ

ットが建築空間のあらゆる情報を記録可能だとした

ら、その情報をどのような形で残すのか。また、遺

伝子のように設計に必要な情報にどうやって変換す

るのか。幅広く、難しい課題がたくさん見えてくる。

環境情報は、建築環境工学の指す狭義の環境では

なく、あらゆる環境を意味している。空間の居住者

がどのように行動したのか。また、現在の環境を快

適と感じているのか、不快と感じているのか、そう

した人の感情も大事な環境情報である。そうした感

情をセンサで把握するのは実は大変困難である。居

住者の感情や意図をどうやって把握するか、これも

重要な研究テーマである。

5 おわりに
「建築空間の生命化」はとても突飛な発想に思われ

る読者が多いかもしれない。しかし、もし空間ごとの

遺伝子が完成したら、異なる空間同士の遺伝子を交

配することで、まったく想像していなかった新しい

空間が産まれてくる可能性がある。この研究は、今

すぐに役立つわけではなく、また実現には大変な努

力と周りの理解が必要とされる。こんなことを考え

ることができるのは大学だからこそ、かもしれない。

実際に役立つ研究となるにはまだまだ基礎研究が必

要であろうと覚悟している。もし、ご興味のある読

者がおられれば、ぜひご一緒に研究しましょう。
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1 はじめに
獨協大学創立40周年を期して計画された天野貞祐

記念館は、大学の建学理念「大学は学問を通じての人

間形成の場である」を具現化するための知的創造の場

として、新たな時代への第一歩を示すものである。

記念館は「図書館ゾーン」、「教室ゾーン」および

この2つをつなぐ「インターコミュニケーション・

ゾーン（ICZ）」により構成され、総面積約29,500m2

である。

このうち、「図書館ゾーン」は開架40万冊、閉架

100万冊におよぶ貴重な蔵書・研究資料等を保管・

運用する施設である。このため、大地震時にも書籍

の飛散、書架の転倒などの被害から学生および職員

等利用者を保護するとともに、蔵書等の損傷を防止

し、地震後も図書館機能を継続することを目的とし

て、「教室ゾーン」および「ICZ」とはエキスパン

ションで分離された免震建物として計画している。

2 建築概要
建築場所：埼玉県草加市学園町1番1号

用　　途：大学

規　　模：地上4階

敷地面積：117,319m2

建築面積： 3,051m2

延床面積： 12,688m2

建物高さ：GL＋25.3m

構造種別：鉄筋コンクリート造

構造形式：ラーメン構造

基礎形式：杭基礎

設計監理：（株）NTTファシリティーズ

施　　工：清水建設（株）

注：建物面積等は図書館ゾーンについて示す。

3 構造計画概要
「図書館ゾーン」は、東西方向が72.0m、南北方向

が46.8mの長方形から南西の角部分を切り欠いた平

面形状であり、基本スパンは7.2mおよび10.8mであ

る。また、階高は1～3階は5.0m、4階は6.0mである。

建物の骨組みは、免震建物として十分な剛性と耐

力をバランス良く得られるよう、鉄筋コンクリート

造の純ラーメン構造（最上階のみ耐震壁付きラーメ

ン構造）とした。なお、4階の一部は21.6mスパンの

大空間を構成するため、鉄骨造とした。

基礎は鋼管杭基礎とし、GL-36m以深に堆積する

洪積砂層に支持させた。

免震装置には積層ゴム系支承34基、球体転がり支

承27基およびオイルダンパー12基を採用した。これ

により、建物を長周期化して地震時の揺れを低減し、

十分に地震エネルギーを吸収できる減衰性能を付与

した。なお、免震装置の変形に対応するため、建物

と免震層外周の擁壁の間には水平方向65cm、鉛直

方向5cmのクリアランスを設けた。

免 震 建 築 紹 介

学校法人獨協学園獨協大学天野貞祐記念館

注：ドーム屋根より手前が図書館ゾーン
図1 建物パース
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同

炭村 晃平
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4 構造設計概要
構造設計にあたっては、大地震時にも利用者の安

全を確保するとともに、貴重な蔵書等の損傷を防止

し、地震後も図書館機能を継続することを目的とし

て、主要骨組に損傷を生じさせないことを設計目標

とした。表1に建物各部の耐震性能目標を示す。

表2に本建物の設計用入力地震動を示す。ここで、

レベル2地震動は「確率論的地震動予測地図」1）にも

とづき、建設地における再現期間475年に相当する

地表面最大速度で規準化した既往3波と、平成12年

建設省告示第1461号「極めて稀に発生する地震動」

のスペクトルに基づく模擬地震動を本計画地の解放

工学的基盤に入力し、表層地盤特性を考慮した自由

地盤の非線形地震応答解析を行い、作成した基礎底

面における応答波3波とした。

建物の地震応答解析は免震装置下部を固定とした

5質点等価せん断型モデルにより行った。なお、建

物各層の復元力特性はコンクリートのひび割れによ

る剛性低下を考慮したTri-Linear型弾塑性復元力モ

デル（武田モデル）とした。

図5に地震応答解析結果の一例を示す。なお、地

震応答解析は免震装置の性能変動を考慮した場合に

ついても実施し、主要骨組みに生じる応力が短期許

容応力以下であることを確認した。

免震装置については、地震時に生じる変形および

上下動を考慮した面圧が各装置の安定変形を保証す

る許容値以内であることを確認した。

5免震建築紹介
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図2 基準階伏図

図3 軸組図（X5通り）

図4 免震装置配置図

表1 耐震設計目標

表2 設計用入力地震動



基礎については、上部構造および杭からの荷重に

より生じる各部材の応力が短期許容応力以下である

ことを確認した。ここで、杭の設計は表層地盤の液

状化による地盤の変形を考慮した応答変位法により

検証した。

なお、蔵書等の偏在により建物および免震装置に

生じるねじれの影響を検討するため、弾塑性振動解

析プログラム「SEIN La DANS（（株）NTTデータ）」に

より立体モデル（図6）を用いた地震応答解析を併せ

て実施し、安全性を検証した。

5 書架振動実験の概要
本建物は、近年の図書館施設における地震被害を

鑑み、利用者の安全確保、蔵書等の損傷防止、地震

後の図書館機能継続を目的として免震構造を採用し

ている。

設計に先立ち、当社保有の3次元振動台（図7、表

3）による振動実験を実施し、書架の耐震性に対する

免震構造の有効性を検証した。

NTTファシリティーズでは十勝沖地震後の1971年

に初代の振動台を導入して以来、通信設備機器の物

理的強度・機能維持性能を含めた耐震性能の評価お

よび機器据え付け工法、建物・鉄塔などの耐震性能

向上を目的とした新構法の開発などにおいて、最新

の知見・解析技術と併せて振動実験を積極的に実施

してきた。

振動実験装置については最先端の技術と地震被害

の経験をもとに更改してきており、1985年には電気

油圧サーボ方式デジタル制御により精度良く地震動

を再現できる3次元振動台を、また、1997年には兵

庫県南部地震の経験にもとづき、都市直下型地震を

想定した震度7レベルの地震動を再現できるさらに

高性能な実験システムを導入している。
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図5 地震応答解析結果

図6 立体地震応答解析モデル

図7 振動実験施設概要



図書館施設における地震被害として特徴的なもの

に書籍の飛散と書架の損傷・転倒がある。

地震時に書籍が飛散しても人命に係わる被害を生

じる可能性は低いと考えられる。しかし、書籍等は

落下により損傷するばかりでなく、設備給水配管等

の損傷と重なり、冠水したとの報告事例もある。ま

た、数万冊におよぶ書籍が利用者を巻き込んで飛散

した場合の混乱は収拾がつかず、その復旧にかかる

時間と費用は膨大になる。新潟県中越地震おける図

書館の被害報告2）では業務再開まで数ヶ月を要して

いる事例も報告されている。

一方、書架については、書籍の落下を許容するこ

とにより重量負荷を軽減し、損傷・転倒を防止する

というのが従来の考え方であった。このため、書架

に書籍落下防止対策だけを施した場合には損傷・転

倒の可能性が高まり、人的被害の発生も危惧される。

こうした点を踏まえ、①書架の耐震性検証および

②免震構造採用による効果検証を目的とした振動実

験を実施した。

①書架の耐震性検証実験

実験は当社の耐震試験方法3）,4）に準拠し、耐震構造

建物の床応答を想定して作成した模擬地震動により

実施した。また、地震動の入力レベルは最大加速度を

100cm/s2から50cm/s2刻みで順次大きくして入力した。

試験体は、写真1、表4に示す書籍を満載した市販

の単柱式書架を用いた。なお、書架の損傷を評価す

る実験では、書籍を落下しないよう包縛した。

結果として、最大加速度100cm/s2程度の入力によ

り書籍は落下した。また、書籍を包縛した試験体で

は、最大加速度150cm/s2程度の入力により溶接部の

亀裂、部材の変形などの損傷を生じた。

②免震構造採用による効果検証実験

ここでは、①と同じ試験体を用い、実地震記録と

免震建物応答波を用いて振動実験を実施した。

表5に実験に用いた地震波の諸元を示す。ここで、

原波は気象庁より提供されている実地震記録であ

る。また、応答波は前述の5質点等価せん断モデル

に上記地震動を入力した場合の建物1階床での応答

である。
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表3 振動台仕様

表4 書架固有周期（Hz）

表5 地震波諸元

写真1 試験体概要



図8に地震波の速度応答スペクトルを示す。なお、

実験では原波の主要動成分（兵庫NS，新潟EW）を書

架の奥行き方向に作用させた。また、上下動は免震

建物では低減されないため、共に原波を採用した。

表6に実験結果の概要を示す。原波（非免震）によ

る実験では、いずれの地震波においても書籍は全て

落下した。特に、地震動の初期にエネルギーの集中

する兵庫県南部地震記録による実験では、瞬時に書

籍が飛散するとともに、書架にも溶接部破断・部材

変形などの損傷が発生した（写真2）。

一方、免震建物応答波による実験では書架に損傷

は生じなかった。また、書籍については新潟県中越

地震記録による実験で短周期の上下動成分により、

ずり落ちるように上段からその一部が落下した。な

お、書棚を数度後方に傾けることにより、書籍の落

下は生じなくなった。

以上の実験結果より、免震建物と書籍の落下防止

対策を施した書架の組合せにより、近年発生した震

度7レベルの大地震時にも書籍は落下せず、書架に

も損傷を生じないことが検証できた。このことから、

図書館施設における大地震時の利用者の安全確保、

蔵書等の損傷防止、地震後の図書館機能継続の観点

から、免震構造は有効な構造方式であると言える。

6 おわりに
本建物は2007年3月に竣工し、現在は開館へ向け

た運用準備を開始している。

最後に、本建物の計画・設計・施工にあたり、ご

指導・ご協力いただきました獨協大学をはじめ、関

係者の皆様方に厚く御礼申し上げます。

【参考文献】
1）防災科学技術研究所ホームページ　http://www.j-shis.bosai.go.jp/

2）新潟県立図書館ホームページ　http://www.pref-lib.niigata.niigata.jp/

3）NTTファシリティーズホームページ　http://www.ntt-f.co.jp/

4）NTT東日本ホームページ　http://www.ntt-east.co.jp

8 MENSHIN NO.56 2007.5

免 震 建 築 紹 介

図8 地震波速度応答スペクトル（h＝0.05）

表6 振動実験結果概要

写真2 実験後状況（兵庫県南部地震原波）

（1）兵庫県南部地震

（2）新潟県中越地震
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1 はじめに
共同住宅を強耐震構造または免震構造として開発

している建築主は、高崎市に免震構造の高層共同住

宅を計画した。大地震に対して安全な建物を提供す

る方針の一貫である。本報告は、その建物を平成12

年告示2009号（以下、“告示”と略す）を用いて構造設

計した概要を紹介する。本設計では、免震構造の設

計計算方法として地盤が良好であることと、建物の

平面・立面計画が割と対象的であり質点モデル化に

無理のない建物であることなどから、告示による計

算方法を採用した。また、審査手続きが従来の大臣

認定を取得する方法より容易になったことも決定の

大きな理由となった。

2 建築概要
建物概要を以下に、写真1に建物の全景を、図1に

基準階平面図を示す。

建 設 地　群馬県高崎市住吉町1丁目8-1,6

建 築 主　ナイス株式会社

設　　計　意匠 （株）エイワ設計コンサルタント

構造　HKコンノ建築事務所

（免震関係）CERA建築構造設計

設計監理 （株）エイワ設計コンサルタント

主要用途　共同住宅

建築面積　339.24m2、延床面積　3409.38m2

階　　数　地下なし　地上14階　塔屋なし

軒　　高　42.18m、建物高さ　42.68m

基 準 階　階高2.96m（2～14階）

3 構造計画概要
設計上の目的は、構造躯体の高い耐震性確保にあ

り、免震構造が採用された。以下には免震部分を中

心に構造計画の概要を以下に示す。

免 震 建 築 紹 介

（仮称）ナイスアーバン住吉町

田中 幸二
エイワ設計コンサルタント

（設計担当）

宮林 正史
同

（監理担当）

金野 寛
HKコンノ建築事務所

世良 信次
CERA建築構造設計

写真1 建物全景

図1 基準階（3F-14F）平面図
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1）耐震性能目標

計画地の周辺には関東平野北西縁断層帯があり、

全体が1つの区間として活動する場合、わずかな確

率であるがマグニチュード7.1程度の地震が発生す

る可能性があると言われている。よって、極稀に発

生する地震動を対象にした。また、告示計算では許

容応力度設計が条件であることも含めて、本建物の

耐震性能目標を表1のように設定し無損傷に保つこ

とを設計目標とした。

2）告示計算の適合条件と構造計画

告示計算には、手続きの簡易化のメリットがある

が、いくつかの適用条件がある。さらに計画時に確

認できる条件と計算結果として満たさなければなら

ない条件があり、まずは、計画時にできる確認結果

を表2にまとめて示す。

3）上部構造体の設計概要

主要構造体の骨組みを示す軸組図を図2に示す。

上部構造体は、免震効果と規模から鉄筋コンクリー

ト造とした。柱割りスパンはX方向に約6.8mの2ス

パン、Y方向に11mと7mの2スパンになっており、

X,Y軸にほぼ対象な平面形状としている。各階高さ

は2階～14階まで2.96mで、骨組み断面の概要は以下

のようになっている。

梁サイズ：700×800mm～450×700mm、

600×1500mm（1階床梁）

柱サイズ：900×900mm～700×900mm、

鉄　　筋：SD32（SD390）～SD25（SD345）、

STP,HOOP D13

コンクリート強度Fc：33～27N/mm2

また、耐力壁は、X軸中央のX2フレームとY軸中

央のY2フレームにできるだけ残し、また、Y方向の

ロングスパンの梁には、束柱を設け水平剛性の確保

を計った。

この構造計画によって、

・各階の偏心率を規定値以内に収め、ねじれ振動

を抑える計画とした。

・各階の剛性率を規定値以内に収め、上下方向の

剛性分布の均衡を計っている。

・耐力壁は、免震材料に引き抜きが生じない程度

で残し、水平剛性を高めることで全階が剛体に

近い挙動を示し、免震効果が全階に有効的に発

揮するようにしている。

・1階床梁のサイズを上げ、高い剛性を確保する

ことで、免震材料のP-δ効果による付加モーメ

表1 耐震性能目標

表2 告示の計画時の適用条件と設計条件

図2 X2軸-軸組図
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ントに抵抗し、免震材料に有害な変形が生じな

いようにしている。

4）免震層の設計概要

免震材料の選択は、免震層の偏心をできるだけ少

なくすることと免震周期を長くすることを目標に、

各柱心の位置に高面圧仕様の天然ゴム系積層ゴムを

配置し、長周期化を計り、外付けダンパーを用いて

偏心を抑えた。また、積層ゴムの大きさは長期面圧

が基準面圧以内になるように設定し、大変形による

座屈をさけるために2次形状係数を5.0程度とした。

ダンパーは、強風時に免震層の変形を抑え、揺れに

よる居住性の悪化を防ぐために初期剛性の高い鉛ダ

ンパーを設計風荷重に抵抗できる数量を採用し、さ

らに1.6倍の大規模な暴風時にはやや免震層の降伏を

許容するとし、鋼棒ダンパーを追加した。免震層は、

どちらの風荷重も地震荷重に比べかなり低くなって

おり、風荷重には安定し、やや大きな中小地震時に

は免震効果が有効に作用する設計となっている。

ダンパーの配置は、偏心の調整の役割から、ほぼ

平面上対象な配置とし、さらにねじれ剛性を高める

ために建物周辺に配置している。鉛ダンパーは製品

高さの関係上、大梁の脇に接続し、鋼棒ダンパーは

1階床梁と地中梁の間に設置している。

本建物に採用した免震材料および免震層設計の諸

元を表3に、また免震材料の写真を写真2と配置を図3

に示す。また、これら免震材料の復元力特性を足し

あわせた免震層の復元力特性を図4に、さらに、等価

粘性減衰定数と水平変位の関係を図5に示す。この復

元力カーブの塑性剛性から算定される免震周期Tp

は、5.08（s）となっており長周期化を実現している。

表3 免震層設計の諸元

図3 免震材料配置図

図4 免震層の復元力特性スケルトンカーブ

図5 免震層の減衰特性

写真2 積層ゴム、 鉛ダンパー、 鋼棒ダンパー
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5）基礎構造の設計概要

地盤は、地盤調査結果を表4に示すとおり、GL-2.0m

以深の地層から玉石混じりの砂礫が構成する第1種地

盤である。比較的浅いGL-8.0m程度からS波速度は

400m/s以上を示し、GL-10m以深を工学的基盤とした。

基礎構造は、GL-4.2mのレベルを基礎底とした直

接基礎とし地中梁サイズを2,400～3,000mmx1,800mm

とし、免震材料の付加モーメントを十分に負担でき

る剛性を確保している。

4 地震応答解析
1）入力地震動の加速度応答スペクトル

告示では、入力地震動を基礎底レベルの加速度応

答スペクトルで表し、告示第1457号第一号の方法で

算定した結果を図6に示す。なお、地盤の卓越周期

はT1＝0.078（s），T2＝0.026（s）、波動インピーダン

スα＝0.94となっている。今回は、第1種地盤で硬
質な地層であり工学的基盤がかなり浅い地盤条件で

あったため、地震波の増幅はほとんど見られない。

2）免震層の応答解析結果

ここでは、上記の加速度応答スペクトルで設定し

た地震動に対し免震層の変形を求める。この図6のス

ペクトルに建物質量を乗じて免震層の層せん断力に

換算すると応答層せん断力スペクトルとなる。この

スペクトルと図4に示す免震層の復元力スケルトンカ

ーブを重ね、免震材料の水平基準変形（面圧σo/3時の
限界変形、σo：鉛直基準強度）から設定した設計限界
変位からの釣合い状態を収束させ応答変位を求めた。

その関係を図7に示す。

その結果、免震材料の標準状態では、

・免震層の基準変位：0.25m

・免震層の応答変位：0.28m

・免震層の必要水平クリアランス：0.48m

・免震層の地震層せん断力係数：0.07

となる。

3）上部構造の応答と構造設計

上部構造の地震応答は、免震層の地震層せん断力

係数を基準としてAi分布で増幅させたものになる。

ただし、免震材料のばらつき特性をプラス側の状態

で考慮している。また、計画地の断層分布などを考

慮し設計せん断力係数は、さらに20％程度割り増し

ている。その結果を図8に示す。主フレーム断面は、

この層せん断力に対して許容応力度以下としている。

表4 地盤調査結果

図6 設計用地震動の加速度応答スペクトル

図8 応答層せん断力係数と設計層せん断力係数

図7 免震層の基準変位と収束変位関係
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4）基礎構造の設計

基礎は、免震層の最大層せん断力Qio（プラス変

動時）と付加モーメントに対し地中梁の許容応力度

設計を行い、Qioと地下震度（令第88条第4項）の2倍

の水平力に対し基礎底がすべり変位を生じないこと

を確認している。

5）告示計算の適合条件と計算結果

告示計算の結果として満たさなければならない条

件の確認結果を表5にまとめて示す。

5 免震材料の安全性の確認
免震層の最大変形時（免震材料のマイナス変動時）

に地震時の支持荷重と上下震度0.3を考慮した面圧

状態が各積層ゴムの使用可能範囲（面圧0～2xσo/3
以内、限界変位mδd以下）であることを圧縮-変形限

界性能曲線で確認している。図9に積層ゴムR35-800

の結果を示す。

6 おわりに
告示による計算条件では、今までの設計経験の判

断に比べややダンパーの性能が高くなっている。告

示の背景にある免震層の水平クリアランス不足によ

る擁壁との衝突を避けるための規定によるものであ

るが、この点に関しては免震性能を高めることとや

や反する要因になるため、水平クリアランス量と連

動した判断ができる余地がほしいところである。

今回は、近隣の断層分布、地震暦などから設計者判

断により設計層せん断力係数を算定値よりやや大き

くしている。告示による応答スペクトルが極稀に発

生する地震の位置づけになっているものの、どの程

度の地震が発生するか予期できないことが近年痛感

される。この建物が地震にみまわれることなく役を

果たすことが最適ではあるが、大地震時にはその性

能を発揮し、居住者の安全を確保するものと信じる。

【参考文献】
免震建築物の技術基準解説及び計算例とその解説、編集　国土交通

省住宅局建築指導課ほか、工学図書出版、平成13年5月

表5 告示の計画時の適用条件と設計条件

図9 積層ゴムR35-800の安全性確認結果
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1 はじめに
本建物は、「重厚な趣のある木造住宅に、高い安

全性を付与した建物として建築したい」という建築

主の考えを実現するように計画された。

建築主は、伝統的日本建築の形態に造詣が深く、

屋根勾配や納まり、面格子の寸法や軒の出などのデ

ザインにもこだわりを持っており、大工の選別など

にも相当に時間を費やしている。

そこで、屋根には重厚な瓦を採用したい一方、安

全性を重視すれば軽い屋根の採用となる中で、地震

時にも重い屋根の影響を受けないようにとの配慮か

ら、免震構造の採用を決定している。

この他にも、外断熱、オール電化などの先端技術

を積極的に採用した建物となっている。

2 建築計画概要
建 物 名 称：林秀人邸

所　在　地：東京都町田市鶴間

用　　　　途：個人住宅

建　築　主：林秀人

設 計 監 理：株式会社　樹　一級建築士事務所

構 造 設 計：共立建設株式会社一級建築士事務所

上部の施工：有限会社斉雄建築

免震層の施工：共立建設株式会社

敷 地 面 積：2095.08㎡

建 築 面 積： 209.47㎡

延 床 面 積： 265.19㎡

階　　　　数：地上2階

高　　　　さ：9.49m

上 部 構 造：木造

免 震 架 台：鉄筋コンクリート造

免 震 材 料：球面すべり支承（FPS-HP）

施主は、代々の素封家であり、上屋の建築にこだ

わりを持っていた。建築にあたっては、上屋の工事

を担当する大工の選任から入り、大工の意見を設計

にフィードバックさせつつ、デザイナーの意見も取

り入れながら設計を煮詰めた。屋根は和瓦の一文字

葺き、軒は1.4m近く張り出させ、全体のバランスや

建物の耐久性の確保に留意している。

免 震 建 築 紹 介

戸建免震住宅　林秀人邸

京島 弘之
共立建設

写真1 建物全景

図1 平面図

図2 立面図

長谷川 豊
オイレス工業
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3 構造設計概要
建物は、平成12年建設省告示第2009号（以下、免

震告示という）に準拠して設計を進めた。

地盤調査は、複数の近隣ボーリングデータを参照

することとしたが、建設地付近にはGL-2.0m付近よ

り良好な関東ローム層が分布しており、これを建物

の支持地盤とした。

工学的基盤は、GL-15mより分布する洪積砂礫層

を想定し、地震動の増幅率Gsは、標準貫入試験のN

値のデータを用いて計算した。

基礎は、各免震材料の下部にGL-3.5m付近までパイ

ルドラフト方式の柱状地盤改良を行った上、平面剛性

の確保も含めて厚さ18cmのベタ基礎を施工している。

免震架台は、面内、面外などの十分な剛性を確保

することを目的とし、厚さ20cmの鉄筋コンクリー

ト造のスラブを設け、その上部には梁状の小さな立

ち上りを設けることとした。

上部構造は、和風建築の趣を出した在来工法の木

造である。材料にもこだわりを持ち、自宅の庭にあ

った欅の大木を伐採し、2年以上寝かせた上、尺角

に製材して大黒柱として使用している。

真壁納まりの部分は6寸、7寸、8寸、大壁納まり

の部分でも5寸柱を使用しており、梁・貫は150×

450を中心に使っている。

4 告示計算
本建物の構造計算は、免震告示第6に示される計

算方法に準拠して行なった。

免震材料は、オイレス工業製の戸建住宅用免震装

置、球面すべり支承「FPS-HP」を22基配置している。

4.1 上部構造

上部構造は、木造用構造計算プログラム「KIZUKU

RI」によって計算を行った。

4号建築物に相当する建築物は、平成16年の告示

改正に伴い、壁量等の確認を行い、免震層の構造計

算結果より得られる1階の応答層せん断力係数が0.2

を下回ることを確認すれば、上部構造の詳細な構造

計算は省略可能となっている。

本建物では、4.3の結果を参照するとCr1＝0.186と

なり、上記が満足されていることを確認しているが、

上部構造の計算は一通り実施している。

表1に壁量等の確認、表2に地震力、表3に風圧力

を示す。

4.2 免震架台

RCスラブの免震架台は、手計算で行なう場合は

RC基準のフラットスラブで計算可能であるが、プ

ログラムを用いる場合は、格子梁の解析ソフトや有

限要素解析のソフトを用いる。本建物では、比較的

簡単に計算できる利点を生かし、格子梁にモデル化

して架台に生じる応力を計算した。

表1 壁量等の確認

表2 地震力

表3 風圧力
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4.3 免震層

免震層は、免震材料を供給するオイレス工業が、

ホームページに公開している計算ソフト「OSS」に

よって計算を行った。

結果は、免震層の応答変位が32.3cm、1階の応答

層せん断力係数が0.184となった（表4参照）。

5 免震部の施工
免震層の施工方法は、（社）日本建設業経営協会中

央技術研究所（以下、中技研という）を中心に、共立

建設、オイレス工業、他が開発したエアー・サポー

ト工法を採用している。

本工法は、建物1階フロアーレベルを一般住宅と

同程度に押さえながら、免震層を深く掘り込まず、

免震層高さを150mm程度まで小さくすることで、

土工事の廃土量を減じながら、免震架台の鉄筋コン

クリートスラブを容易に施工することができる工法

であり、建物の利便性を損なわず、経済的で地球環

境を害することの少ない工法として開発された。

本工法の施工に当っては、中技研により施工マニュ

アルが完備されており、採用実績は、工法開発者を

中心に全国で約15棟程度になっている。

詳しい内容については、中技研にお問い合わせい

ただきたい。

6 応答解析
本建物は、免震告示第6の方法により計算を行っ

ているが、建築主への免震効果の説明などを目的と

して、地震応答解析を実施している。

解析用地震波は、JMA神戸NS波とk-net小千谷EW

波で、1、2階の応答加速度を抽出し、地震時の揺れ

の激しさが減じられる様子を説明する資料とした。

結果は、1階および2階の床応答加速度が1/5から

1/10程度に減じられ、建築主の要求は十分に満たさ

れ、安心して居住していただいている。

7 おわりに
本建物は、重厚感と安全性を両立させたい建築主

の思いを、免震構造の採用によって実現することが

できた。建物は竣工したばかりであるが、この建物

は建築主にとって、近隣、縁者などへの自慢の建物

となっている。

最後に、設計、施工に当り、ご指導、ご協力をい

ただいた関係各位に対し、紙面を借りて厚く御礼を

申し上げる。

表4 OSS計算結果

図3 免震材料およびエアーウォールの配置

写真2 エアー・サポート工法の様子
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1 はじめに
港区赤坂五丁目、TBS放送センターに隣接する

約1万坪の敷地に生まれる新しい街「赤坂五丁目TBS

開発」。多機能な計画的複合開発、歴史や文化を生か

した都市空間形成が求められた。本計画は、良好な

市街地環境の整備を行うと同時に、自然を生かした

地形の中、地域の方々へも良好な環境を提供するこ

とを基本に、高さ179.3m、地上39階の（仮称）赤坂Biz

タワーを中心としてオフィス、商業、劇場、住宅な

ど多用な施設が、緑あふれるゆとりある空間の中に

配置される開発計画となっている。

ここでは、（仮称）赤坂Bizタワーの高層棟部分の構

造設計概要について述べる。

2 計画概要
本建物は、地下3階、地上39階、塔屋1階の鉄骨造

（柱：充填鋼管コンクリート造）であり、最高部高さ

は179.30mである。

地下階は、地下2～3階を駐車場・機械室など、地

下1階を駐車場・商業施設などとしている。

低層階は、1階に天井高さを12.5mとした開放的な

オフィスロビー、1～3階を商業施設とし、高層棟と

低層棟をつなぐアトリウム空間により低層部を一体

化した計画としている。

4～38階のオフィスフロアは、基準モジュール

7.2m、平面形状55.6m×72.2mである。事務室は、

コの字形の平面形をしており奥行きは17mとしてい

る約2800m2/フロアの貸室面積である。39階上部は

屋上機械室等としている。

［建　築　主］ 株式会社　東京放送

［建 築 名 称］（仮称）赤坂Bizタワー

［建 築 場 所］ 東京都港区赤坂五丁目3番地

［主　用　途］ 事務所、店舗、駐車場

［建 築 面 積］ 8,833.38m2

［延 床 面 積］ 186,752m2

［基準階面積］ 3,806m2他

［階　　　数］ 地下3階、地上39階、塔屋1階

［軒　　　高］ 178.10m

［最高部高さ］ 179.30m

［基準階階高］ 4.265m他

［構　　　造］

基　礎：直接基礎＋杭基礎（パイルドラフト基礎）

地上部：鉄骨造（CFT柱）

地下部：鉄骨鉄筋コンクリート造および鉄筋コ

ンクリート造

主架構：制振部材付ラーメン構造

床　　：鉄筋コンクリート造

［外　　　装］ アルミカーテンウォール、一部

セラミックルーバー付アルミカー

テンウォール

［プロジェクトマネージャー］

三井不動産　株式会社

［設計・監理］ 株式会社　久米設計

［施　工　者］ 大林組・鹿島・前田・清水共同企業体

［工　　　期］ 2005.2～2008.1

制 震 建 築 紹 介

（仮称）赤坂Bizタワー

図1 赤坂五丁目TBS開発　全体パース

奥野 親正
久米設計

嵐山 正樹
同
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3 構造計画概要
地上部構造計画

本建物の上部架構は、風応答時の居住性、地震時

の建物の揺れと部材の損傷を低減し、十分な強度と

靱性を有する制振部材付き鉄骨ラーメン架構（柱

CFT）とした。

制振部材は、コア部分の4階～33階の、短辺・長

辺両方向に、平面的バランスと高さ方向の連続性に

配慮して粘性系ダンパーと鋼材系ダンパーを配置し

ている。ダンパーは、暴風時や中小地震時には主に

粘性ダンパーで抵抗し、大地震時には粘性ダンパー

と鋼材系ダンパーで抵抗する。粘性ダンパーを採用

することで、暴風時に対して付加される等価粘性減

衰係数は、1.2～1.7％程度となり設計クライテリア

である事務所の居住性能ランクⅡ（H-3）（「建築物の

振動に関する居住性能評価指針・同解説」日本建築

学会）を満足することが出来た。

粘性系ダンパーはオイレス工業社製のCVDダン

パー（Cylindrical Viscous Damper）とした。鋼材系

ダンパーは川鉄橋梁鉄構社製の225N/mm2級低降伏

点鋼二重鋼管ブレースとした。

1～3階は3層吹き抜けのオフィスロビーに対応す

るため、上部の制振部材と連続する部分に鉄骨造の

耐震ブレースを配置して剛性を確保するとともに、

外周柱を□1200mmとしてねじれ剛性を高めて平面

的なバランスを確保している。長辺方向では、この

耐震部材と3階部分に配置したトラス梁を接続して

剛性の高い連続した架構とした。また、この部分に

は4階上部の柱と連続させた斜め柱を組み込み、耐

震性を確保している。1～3階部分は、大地震時にも

塑性化させない計画とした。

柱は、□-800（溶接箱型断面）を基本として剛性確

保、鉄骨量低減、耐火被覆低減のためコンクリート

充填鋼管柱（CFT柱）としている。CFT柱は、地下1

階（一部B3階）～31階までとし、上部は鉄骨造とし

ている。29階～31階では高さ方向剛性の連続性を考

慮して階の半分程度の柱をCFT柱とした。充填コン

クリート強度は、地下階～16階を80N/mm2、17階～

31階を60N/mm2とした。鉄骨材質は、HBL385C、

TMCP355C、TMCP325C、SN490C材を使用した。

大梁は、梁成900mmを基本とし、基準階のコア部

分と事務室の境界部分の廊下部では設備計画に対応

して700mmとしている。基準階17.53mの大スパン

部分は梁幅を2段階に切り替えた断面とした。材質

は、HBL385B、TMCP355B、TMCP325B、SN490B

材とし、一部、ダンパーやブレース取り付き部では

C材を使用した。構造切換え階となる4階床梁は梁

成1200mmとし、長辺方向では、上下弦材と斜材を

BH形断面としたトラス梁とした。

地下部構造計画

地下部は、鉄骨鉄筋コンクリート造および鉄筋コ

ンクリート造としている。地下外壁およびコア部分

の上部耐震ブレースと連続する位置に配置した鉄筋

コンクリート耐震壁（一部鉄骨ブレース内蔵）など

により剛性の高い構造計画とした。

基礎形式は直接基礎と杭基礎の併用基礎（パイル

ドラフト基礎）とした。直接基礎は、G.L-20.3mを床

付け位置とし、江戸川層に支持させている。

杭基礎は杭先端をG.L-27.3mとし江戸川層に支持

させている。

本工事では、逆打工法を採用しているが、構真柱

の芯鉄骨は本設利用し、杭頭部より3m程度根入れ

させる計画とした。

写真1 外観写真
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図2 基準階梁伏図

図4 長辺方向軸組図-1
図5 長辺方向軸組図-2

図3 短辺方向軸組図
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4 制振部材概要
粘性系ダンパーはオイレス工業社製のCVDダン

パー（Cylindrical Viscous Damper）とした。

CVDダンパーは、直径の異なる3本の鋼管を組み

合わせて隙間（3mm）に粘性体を充填し、粘性体の

せん断抵抗によって抵抗力を生じるダンパーであ

る。特徴は、シンプルな構造でシールを必要とせず、

接合部を高力ボルト接合としているため、ガタ無く

微小振動から制振効果を発揮することである。

基本設計式

v/d＜1 F＝4.12×e－0.043t×S×（V/d）1.0

1≦v/d＜10 F＝4.12×e－0.043t×S×（V/d）0.59

10≦v/d F＝6.37×e－0.043t×S×（V/d）0.40

F：抵抗力（N）

V：速度（cm/s）

S：せん断面積（cm2）

T：温度（℃）

d：せん断隙間（cm）

鋼材系ダンパーは川鉄橋梁鉄構社製の軸力管を

225N/mm2級低降伏点鋼とする二重鋼管ブレースと

した。二重鋼管ブレースは軸力を伝達する軸力管と

軸力を伝達せず圧縮時に横たわみを変形防止する補

剛管より構成する二重円形鋼管形式の引張・圧縮抵

抗型のダンパーである。

5 地震応答解析
地震応答解析は、地上部の各階床位置を質点とし

た41質点系等価曲げせん断型モデルとした。

耐震設計クライテリアを表1に、解析に用いた入

力地震動を表2に示す。

建物の1次固有周期は短辺方向4.68秒、長辺方向

4.16秒である。

応答解析結果は、極めて稀に発生する地震動に対

して、最大層間変形角は短辺方向で1/120rad、長辺

方向で1/142radであり、設計クライテイア以下となっ

ている。層の塑性率は、短辺方向で1.03（既存波0.68）、

長辺方向で1.06（既存波0.84）であり、設計クライテ

リア以下となっている。また、粘性系ダンパーの製

品ばらつきを考慮時（減衰力に対して－10％～＋

20％）や設定温度変動条件時（10℃、30℃）の解析結

果は、標準状態（±0、25℃）に対して層間変形角で

0.97～1.04倍、応答層せん断力に対して0.98～1.01倍

の差となっている。

図6 CVDダンパー概要図

図7 二重鋼管ブレースの概要図

表1 耐震設計クライテリア

表2 設計用入力地震動の諸元
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6 おわりに
本工事は、2006年12月20日に無事上棟し、竣工に

向けて低層部廻り躯体工事、仕上げ工事等を施工中

である。

図8 短辺方向層間変形角図

図10 短辺方向　層の塑性率図 図11 長辺方向　層の塑性率図

図9 長辺方向層間変形角図

写真2 短辺方向ダンパー 写真3 粘性体ダンパー



2．建物概要
この建物の敷地は、千代田線乃木坂駅に隣接し、

旧東京大学生産技術研究所跡地に位置しています。

地上階には約2,000m2の展示室を7室有しており、

また、天井高が5.5mおよび8.5mと高く、大型企画展

にも対応できる展示空間を確保しています。

地下階には作業室、審査室、レセプションホール

等が配置されています

外観は、前面が波のようにうねる美しい曲線のガ

ラスカーテンウォールに覆われ、内部からはガラス

カーテンウォール越に青山公園などの眺めを楽しむ

ことができます。

このほか、雨水の再利用や地下自然換気による省

エネ・省資源対策など、様々な機能性を追求した施

設づくりとなっています。

■建物概要

建築場所：東京都港区六本木7丁目22－1

建 築 主：文化庁

設　　計：黒川紀章

施　　工：Ⅰ工区　鹿島・大成・松村JV

Ⅱ工区　清水・大林・三井JV

用　　途：美術館

敷地面積：約30,000m2

構造規模：鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造

ブレース付きラーメン構造

階　　数：地上6階、地下2階

建築面積：12,989m2

延床面積：45,232m2

高　　さ：33.3m
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1 はじめに
今回訪問した国立新美術館は、我が国を代表する

5番目の国立美術館として、機能的で利便性の高い

展示空間や関連施設を配置した美術展示施設です。

この建物では、免震構造と制震装置を組み込んだ

大スパン梁により、合理的に大空間の積層構造を実

現しています。

また、免震構造を採用することにより、大地震時

に展示作品を保護するだけでなく、在来工法では難

しい3次曲面の透明感あるガラスファサードを持つ

無柱空間の大規模アトリウムを実現しているのが建

築的な特徴となっています。

今回は（株）日本設計の人見氏に建物を案内して

いただきました。

中村幸悦
織本構造設計

国立新美術館
免 震 建 築 訪 問 記 ― 61

写真1 建物外観
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3．構造計画概要
建物の平面は130m×60mの整形な建物の南側に、

約4,000m2の不整形なアトリウムが取り付いています。

上部構造の構造種別は鉄骨造、構造形式は剛性確

保のために短スパンのコア部分にブレースを配置し

たブレース付きラーメン構造となっています。

トラス梁はH形鋼で構成され、トラス成は2.5mあ

るためその空間をメカニカルウエハーとして床下空

調に利用しています。

基礎はGL－30m以深に存在するN値50以上の上総

層群を支持層とする、場所打ちコンクリート杭によ

る杭基礎としています。
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図1 構造概要図

図2 基準階伏図



免震層は地下2階の基礎下に設けており、免震装

置として鉛プラグ入り積層ゴム支承700φ～1300φ

を148基および直動転がりローラー支承16基を用い

ています。

南側アトリウム下と北側屋外展示室部分は地下階

がないため、この部分の免震装置は1階床下に設置

しています。

また、駐車場入り口部分には柱頭免震の柱を設け

ています。

設計クライテリアは表1のとおりとなっています。

入力地震動は既往波の位相を用いた告示3波により

検討しています。また、立体モデルにより、ねじれ

に対する検討も行っています。
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図3 免震装置配置図

表1 耐震性目標
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アトリウムの高さは約23mで、アトリウム内部を

無柱空間とするために、約2m毎に立てられたマリ

オンを柱（構造マリオン）としてアトリウムの屋根を

支えています。

構造マリオン材には厚さ115mm×515mmの無垢の

フラットバーが用いられており、ガラス曲面に合わ

せて曲げ加工されています。

サッシ面に加わる設計地震力は水平0.3G、鉛直

0.6Gとして許容応力度設計していますが、立体フレ

ームモデルによる振動解析を行って、その結果から

この数値を設定しています。解析の結果、最大応答

加速度は水平方向で286cm/s 2、上下方向で581

cm/s2となっています。

また、風荷重に対する検討、温度応力に対する検

討等も行っています。

展示室の上下間に存在するメガトラスは、梁間方

向34mの大スパンであり、上下地震動による大きな

縦揺れが予想されるため、メカニカルウエハー内に

錘重量2.3tの上下振動用TMD制震装置が、1展示室

あたり12基設置されています。これにより上下振動

は約30％低減され、また上下方向変位も25mm以下

に制限されています。

25
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図4 アトリウムの断面

図5 アトリウム振動解析モデル

図6 メカニカルウエハー



4．見学記
人見氏に建物全体を隅々まで案内していただきま

した。

柱頭免震の柱は、駐車場入り口のところにありま

す。コンクリートの躯体ではなく、鉄骨下地にPC

版が貼られています。

免震層は、地下2階と1階の床下にあり、奈落のよ

うな免震クリアランス部を、タラップを使って移動

しました。

1階の床下にある免震層では、上下方向50 mmの

クリアランスから、外を通行する人の様子がうかが

えます。

免震装置は鉛プラグ入り積層ゴム支承と直動転が

りローラー支承が用いられています。
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写真2 柱頭免震の柱

写真4 免震層内見学中

写真5 鉛プラグ入り積層ゴム支承

写真6 直動転がりローラー支承

写真3 免震クリアランス内移動中
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広い空間のアトリウム内部には逆円錐型のカフェ

テリアなどが地面に埋め込まれる形で配置されてい

ます。宙に浮いた雰囲気の中でお茶などが楽しめそ

うです。

1室2,000m2の展示室は、パーティションにより自

由な空間に仕切ることができます。

バックヤード部分では、巨大な免震用フレキシブ

ル設備ダクトに遭遇しました。
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写真7 アトリウム内観

写真8 ホワイエ

写真9 展示室

写真10 メカニカルウエハー内部

写真11 フレキシブル設備ダクト

写真12 屋外展示場



5．訪問談議
見学のあと、人見氏にいろいろお話しをうかがい

ました。

Q：黒川紀章氏との共同設計とのことですが、設計

の時の何かエピソードはありますか。

A：黒川先生は非常に経験の豊富な建築家であり、

ご自身の設計に対する思想をしっかりお持ちな

ので、その部分の設計がきちんとなされていれ

ば、技術論的な部分は理解を得やすかったです。

パートナーとしてはかえって仕事がしやすかっ

たです。

Q：ガラスカーテンウォールを支える構造マリオン

はどのようにして施工されましたか。

A：高さ方向に3分割して建方を行い、現場溶接で

接合しました。地組による方法も検討しました

が、ヤードの問題と、厚さ115mmの無垢の鋼材

のために重量が非常に重いため、それはやめま

した。溶接による大きな歪み等は、溶接開先を

J開先としたことなどにより、あまり生じません

でした。

Q：地震時における展示室側の最大応答加速度はど

のくらいですか。

A：アトリウム側と同じく、最大300gal程度です。

Q：アトリウム内における、夏の熱環境については

どうでしょうか。

A：ルーバーによる熱反射が有効に作用すると考え

られます。

Q：構造マリオンには耐火被覆がなされているので

すか。

A：耐火被覆はしていません。耐火検証を行っており

FR鋼でもなく、耐火塗料も必要ないことを確認し

ています。塗装は一般的なフッ素樹脂塗装です。

6．おわりに
国立新美術館は、多様化する現代美術など急速に

進展する美術活動への対応に配慮した施設として、

今後の大きな役割が期待されています。

当日は建物見学を終える頃、スウェーデンからの

VIPも新美術館の視察に来られていました。日本を代

表する建築がまたひとつ完成したといえるでしょう。

最後に、お忙しい中、時間を割いてご案内いただ

き、貴重なお話しをお聞かせいただいた、日本設計

の人見さんに厚くお礼申し上げます。
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写真13 説明を受ける訪問メンバー

写真14 海外からのVIPの車列

写真15 説明を受ける訪問メンバー
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1 はじめに
平成19年3月25日午前9時41分に能登半島沖でM6.9

の能登半島地震が発生した。阪神淡路大震災の神戸

市と同様、地震がほとんどないと思われていた地域

での大地震で、筆者も休日で在宅（震度5弱）してお

り、地震直後に阪神淡路大震災の惨状が頭をよぎり、

すぐにTV報道に見入ったことが記憶に新しい。

阪神淡路大震災以降、石川県内でも官庁や医療施

設を中心に免震建物が10棟あまり建設されており、

当社が施工した免震建物の内、本稿で紹介する3棟

でも今回の地震で何等かの影響を受けた。

本稿ではこれらの免震建物の概要、地震後の状況、

地震観測記録等を速報として報告する。

2 地震および建物概要
図1に今回の地震の震源に近い地域での最大震度

を、表1に本稿で紹介する免震建物の建設地（七

尾・金沢）での最大加速度を示す。

また、図2に能登半島周辺の地震活動と本稿で紹

介する免震建物位置図を、表2に免震建物の概要を

示す。

紹介する免震建物は次の3棟である。

・七尾鹿島広域圏事務組合消防本部

・金沢市消防本部

・真柄建設　技術研究所

平成19年（2007年）能登半島地震に
おける免震建物の状況速報

特 別 寄 稿

真柄建設 田中伸幸

図1 能登半島地震（本震）における各地の最大震度

表1 七尾・金沢の最大加速度
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図2 能登半島周辺の地震活動（1923/8/1～2007/3/25）と本稿で紹介する免震建物位置図

表2 本稿で紹介する免震建物概要



3 地震後の状況など
3.1 七尾鹿島広域圏事務組合消防本部

本施設は地域の防災拠点として位置付けられてい

ることから、老朽化にともなう建替えの際に免震構

造が採用され、今回の地震の1年前に竣工している

（写真1参照）。

建設地は今回の地震の震源から30km程度に位置

し、震度5強を記録している（図1、表1参照）。

地震観測装置として計測震度計が基礎上に設置さ

れていたが、残念ながら建物側には設置されておら

ず、免震効果の定量的な把握はできなかった。地震

から4日後の3/29に当社で応急点検した結果を以下

に述べる。

①免震装置の状況

免震装置の本体および取付部に異常はなかった

（写真2、写真3参照）。

②設備配管等の状況

設備配管や配線可撓部に異常はなかった。

③建物外周部・免震層周辺の状況

建物が振幅したことで免震層の鉛直クリアランス

部のシールが切れていた（写真4参照）。なお大地震

時にシールが切れることは建築主も引渡し時点で了

承済みである。

④建物変位

車輌出入部の免震EXP.J.がアスファルト舗装を削

った跡から、建物が10cm程度振幅したことが判明

した（写真5、写真6参照）。

なお、免震層の水平クリアランスや免震装置の水

平変位を測定したところ、建物は元の位置に戻って

いることが判明した。

⑤居住者へのヒアリング結果

「地震発生時に大きくゆったり揺れたが、備品等

の転倒はなかった。地震発生20秒後に停電したが、

その後すぐに自家発電により復旧した。」とのこと

である。
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写真1 七尾鹿島広域圏事務組合消防本部　全景

写真2 積層ゴムの状況（異常なし）

写真3 鉛ダンパーの状況（異常なし）

写真4 鉛直クリアランス部のシール切れ



3.2 金沢市消防本部の状況

本施設も七尾と同様に地域の防災拠点として位置

付けられていることから、老朽化にともなう建替え

の際に免震構造が採用され、今回の地震の2年半前

に竣工している（写真7参照）。

建設地は今回の地震の震源から70km程度に位置

し、震度4を記録している（表1参照）。

地震観測装置は設置されておらず、免震効果の定

量的な把握はできなかった。地震から4日後の3/29

に当社で応急点検した結果を以下に述べる。

①免震装置の状況

免震装置の本体および取付部に異常はなかった。

②設備配管等の状況

設備配管や配線可撓部に異常はなかった。

③建物外周部・免震層周辺の状況

鉛直クリアランス部のシール切れはなかった（写

真8参照）

④建物変位

居住者のヒアリングで「ゆったり揺れた」とのこ

となので若干変位したと思われるが、シール切れが

ないことから数mm～1cm程度の変位量であったと

考えられる。
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写真5 車輌出入部の免震EXP.J. 写真6 免震EXP.J.がアスファルトを削った跡

写真7 金沢市消防本部　全景
写真8 鉛直クリアランス部のシール状況

（免震層内部：異常なし）



⑤居住者へのヒアリング結果

「地震発生時にゆったり揺れたが、備品等の転倒

はなかった。」とのことである。

3.3 真柄建設技術研究所の状況

2000年6月7日の石川県西方沖の地震（図2参照）

で、本建物において、球面すべり支承FPSの免震建

物として国内初の免震効果を発揮した規模の地震観

測記録が得られている。本誌No.31 2001年2月号で

地震観測位置、観測記録、観測結果の評価などにつ

いて報告しているので参照されたい。

建設地は今回の地震の震源から80km程度に位置

し震度4を記録している（表3参照）。地震から5日後

の3/30に応急点検した結果を以下に述べる。

①免震装置の状況

免震装置の本体および取付部に異常はなかった。

②設備配管等の状況

設備配管や配線可撓部に異常はなかった。

③地震観測記録

表3に地震観測記録の最大加速度一覧を示す。地

表面と比較して、1階床のNS方向とEW方向の加速

度が半減していることから、免震効果を発揮したこ

とが判る。

④建物変位

オービット記録計のけがき跡より数mm程度振幅

したことが判明した（写真10～写真11参照）。

4 さいごに
現在、震災後の対応等で忙殺されていることから、

今回は速報という形で免震建物の状況を報告させて

いただいいた。

今後、得られた情報を分析し免震効果の評価を実

施したいと考えている。

最後に今回の調査にあたり、設計者の釣谷建築事

務所、建築主の七尾鹿島広域圏事務組合、金沢市の

皆様に多大なご協力をいただきました。ここに記し

て感謝の意を表します。
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表3 地震観測記録の最大加速度（単位：gal）

写真9 真柄建設技術研究所　全景

写真10 オービット記録計設置状況

写真11 オービット記録計のけがき跡
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1 耐震設計体系
中国の都市の8割が地震多発地域にあり、人口が密

集し、兵庫県南部地震のような強震が発生した場合、

地震被害が甚大になると考えられる。中国の建物は

10階以下の中低層建物が多く、周期1秒前後の短周期

構造物である。短周期構造物の最大加速度は地表面

の加速度の2～3倍には増幅され、建物が破壊する。

破壊しなくても、内装や外壁が崩れ落ち、二次災害

の可能性も大きい。こういった地震災害の影響は都

市文明が巨大化・複雑化すればするほど深刻となる。

より安全、有効かつ経済的な耐震設計体系を構築す

ることが切な課題である。経済の発展に伴い、中国

の建築構造物の巨大化が進んでおり、超高層、大ス

パン、不規則建物が次々建てられ、建築構造物の耐

震設計に対し、新たな要求が必要となっている。地

震によって建物が倒壊しないだけでは不十分である。

耐震安全性の面では、地震動の不確定要素がある

ため、建築構造物が設計震度を満たすだけではなく、

設計震度を超えた地震動においても安全性を保てな

ければならない。

耐震設計目標の面では、単純な構造物の安全性を

確保するだけではなく、家具が転倒したり設備機器

が破損したりせず、収容物や2次部材共に健全であ

ること。機能が維持され、地震直後にも使用できる

こと。修理を必要とせず、資産価値が保全されるた

め、性能設計へのシフトが必要となる。耐震設計だ

けではなく、免震・制震などの新技術の併用へのシ

フトが課題である。

中国がまだ発展途上国であり、全国レベルの建築

構造物の耐震化が難しく、中国の実情にあうような

耐震法の研究が必要となっている。新しい耐震体系

としては、

安全性：大地震時に建築構造物が倒壊しない、死者

は勿論、負傷者も発生しないこと

適用性：建物が倒壊しないだけではなく、収容物や

2次部材共に健全であること。

経済性：コストが大幅に増えない。

これは今中国の耐震設計における新しい耐震設計

体系の考え方である。この体系の中で、免震設計法

がその安全性、適用性及び優れた経済性によって、

注目され、普及しつつある。

2 免震構造
免震構造の基本的構成は構造物下部と基礎構造と

の間に免震層を構成することにある。免震層の構成

には多種の組み合わせが存在するが、「積層ゴム支承」

と「ダンパー」で構成されているものが多い。積層

ゴム支承は数mmの厚さのゴムと鋼板を互い違いに積

層させて構成したものである。鉛直方向の支持能力

と剛性は通常の鉄筋コンクリートと同等と考えられ

る。一方、水平方向の剛性は構成するゴム層の層数、

直径、ゴム特性に依存する。免震層の長周期化を図

るとともに、ダンパーを設置することにより、免震

層で地震入力エネルギーを吸収し、上部構造の地震

動応答を低減できる構造である。免震構造は、耐震

構造では達成できない耐震性能を実現することがで

きる構造である。免震構造は、上部構造、免震層と

下部構造に分けられる。以下の基本特性を持つ。

1）支持力特性

高い鉛直剛性をもつため、建物全重量を免震装置

で支持している。

2）免震特性

免震層の剛性が上部剛性より低く設定することに

よって、地震入力エネルギーの大半を免震層に集中

させ、上部への地震入力エネルギーを耐震構造と比

べると、1/4～1/12程度まで低減できる。また、上

部構造の応答が弾性状態に保て、上部構造の安全性

だけではなく、室内の設備なども安全である。

3）復元力特性

残留変位が生じないため、補修の必要がない。

中国の免震構造の現状と
今後への期待

特 別 寄 稿

広州大学 温留漢・ヒサ
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3 免震構造の適用範囲
今まで中国ではおよそ500棟の免震構造が建設さ

れ、1994年9月16日の台湾地震（M7.3）、1995年10月

24日の雲南武定地震（M6.5）を経験し、安全と有効

性が証明された。免震層の位置としては、主に基礎

免震、一階柱頭免震と中間層免震が採用されている。

今まで適用した建物としては、

（1）住宅建物、学校、オフィスビル、劇場、デパー

トなど人が密集する高い耐震性能を要求する建

物である。図1の建物が中国の最初の免震建物

である。地下水位が高いので、一階柱頭免震構

造とした。図2の建物が新疆ウイグル自治区ウ

ルムチ市に建設された免震建物である。基礎免

震構造である。

図3には世界最大の北京市に建設された免震建物

群である。免震建物が地下鉄ホームの上に建設され、

9階（17棟）の免震建物と6階（18棟）の非免震建物よ

り構成される。ホーム寸法が1291m×226mである。

建物を免震化した目的が地下鉄ホーム構造への地震

応答を減らすためである。

（2）地震時に機能を失ってはならない建物。たとえ

ば、病院、救急センター、防災指令センター、

発電所、浄水所、通信センターなど。

地下水位が高いため、一階柱頭免震構造が採用さ

れた。

（3）重要な建物、たとえば、博物館、歴史的建造物、

図書館など。

右が免震層施工時の写真である。

図1 最初の免震建物（中国ShanTou）

図4 防災指令センター（広州市）

図5 博物館（アモイ市）

図3 世界最大免震建物群（北京通恵家園）

図2 ウイグル自治区の免震住宅
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（4）橋梁。

大型橋梁の免震化の実例がまだないが、新疆ウイ

グル自治区にある本鉄道橋の免震化が最初の試みで

ある。2003年3月24日のM6.2の地震を経験し、有効

性に注目が集まった。

（5）特殊な設計と既存建物の補強

免震化による既存建物の補強の研究が進んでい

るが、実例がまだ少なく、実用化に至っていな

いのが現状である。しかし、振動台実験結果を

踏まえて、特殊な構造物での免震装置の使用が

増えている。図7には2棟の高層ビルの間の通路

を設けており、通路と建物の間ゴム支承を介し

て連結した広州市にある建物である。図8に示

すのが大スパン構造物に免ゴム支承を使用した

実例である。

ゴム支承を設置したことで、温度変形および地震

時の変形を吸収する。

4 免震構造の実験研究
広州大学耐震研究センター（EERTC）は、1994年

設立され、構造物の免震・制震に関する研究を行う

総合研究所である。現任所長として中国工程院院士

の周福霖が担任している。今EERTCが中国で最初

に免震設計を提唱した研究所として名を知られてい

る。EERTCが中国の唯一、免震ゴム製品の認定を

行っている研究所である。世界中の研究機関との交

流も活発に行っている。

EERTCでは免震層の設置位置による建物の地震

応答の違い、各種の免震装置の実験研究を行ってき

た。主に以下の実験研究を行っている。

（1）免震装置を設置された建物模型による振動台試験

（2）免震装置の性能測定試験

免震装置においては主に下記の性能試験を行っ

ている。

鉛直支持性能試験、鉛直引張り性能試験、せん

断性能試験、復元性能試験、耐久性能試験、耐

火性能試験。

図7 連結ビルに使用した免ゴム支承（広州市）

図9 免震と非免震構造の比較実験

図8 大スパン構造物に使用したゴム支承（上海市）

図6 免震鉄道橋
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5 免震構造の設計指針と設計要領
EERTCが、今までの研究結果をまとめて、中国の

最初の免震設計指針、「建築免震設計指針（第12章

免震構造）（GB50011）」および施工要領を作成した。

本設計指針は、基礎免震設計に適用し、適用範囲、

設計手法、構造要求を規定した最初の指針である。

本設計指針が日本及びアメリカの指針を参考に、簡

単な機構で機能するものを選定すると同時に、力学

的な挙動が明確でなければならないと規定し、主に

以下の規定を設けている。

1）免震構造の適用範囲は、構造物の固有周期が

一秒以下かつ形状が規則な建物である。形状

が複雑な建物の免震設計が基本的には振動台

実験結果を踏まえて設計を行う。

2）地盤がⅠ、Ⅱ、Ⅲ種地盤が望ましい。（Ⅲ種が

日本のⅡ種地盤相当）

3）解析モデルを多質点系せん断モデルとする。

ねじりの影響を考慮する。

4）動的非線形時刻歴解析が望ましい。

5）動的解析に用いる地震動は、現地地盤条件を

考慮して作成した模擬地震動と二つの強震記

録の3波であり、3波平均結果で照査を行う。

強震記録として、El Centro波、Taft波、天津波

などが含まれている。

7 今後の展望
免震構造が中国では普及しつつあるが、まだ課題が

残っている。今後、通常の免震構造の課題を現在技術

の延長線上で克服し、いかに適用範囲を広めるかが、

当面免震構造の普及のためには最も重要と思われる。

建物全体は水平面内で自由に働けるが、免震構造の引

き抜きが抑えられる積層ゴム支承の開発が望まれる。

図10 圧縮試験 図14 クリップ試験

図11 引張試験

図12 耐久性試験

図13 せん断試験
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1 はじめに
「OKABE免震システム」は、転がり系の免震支承

を用いた戸建て住宅用の免震システムである。

弊社は2001年より東京大学生産技術研究所　川口

健一教授と同システムの根幹となる免震支承の研

究・開発を産学協同体制で進めてきた。既存技術や

製造コストなど数々の問題を考慮しつつ、試行錯誤

を重ね2006年1月5日付けで建築材料として国土交通

大臣認定の取得に至った。さらに、免震システムと

して成熟を図るべく、2006年10月より3軸振動台を

用い、VP免震支承と複数種の減衰デバイス等の組

合せによる確認実験を実施した。その後、最終的に

実大の戸建て住宅による振動台実験を行いシステム

の免震性能を検証した。以下に、本免震システムの

特徴、免震効果について述べる。

2 OKABE免震システムの特徴
本免震システムの構成は特殊な形状のレールを上

下に配置し、十字形状に組み上げた転がり系の免震

支承（VP免震支承）、地震力を減衰する粘性系のオ

イルダンパー及び所定の変形（移動量）に抑制する

復元ゴムの3種の装置で構成される。

●VP免震支承の特徴

①比較的小さな地震から免震効果を発揮できる。

②V字形断面の溝を要したレールであるため、鋼

球の軌道は材軸方向に直線となる。この機構を

十字形に組み合わせることで360度の変位に対

応できる。

③上下に設置された各々のレールの上を転がる鋼

球の軌道は材軸方向に直線、かつ直列に2つ配

置しているため建物がねじれるような変位を生

じにくい。

④特定の周期を持たないため長周期地震などでも

共振するおそれが少ない。

⑤最大ストローク±353㎜と余裕のある構造のた

め設計対応力が高い。

OKABE免震システムの概要
－実大実験とその概要について－

特 別 寄 稿

岡部 横山眞一

図1 OKABE免震システムの概要

図2 VP免震支承とレール材

表1 VP免震支承諸元一覧（抜粋）
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●システムの特徴

①VP免震支承により、中小規模の地震から機能

し始める。

②VP免震支承の復元力により、移動後はすみや

かに原点に復帰するため、原点復帰のための装

置や地震後にジャッキなどで原点に復帰させる

作業がいらない。

③システムの構成部材は全て国土交通大臣の認定

を受けているので、告示による設計が可能であ

り、個別認定（大臣が定める特殊な検証方法に

よる）の手続きが不要である。

④免震層の工事は通常の施工管理より厳しい条件

を必要とする。よって、本システムでは免震性

能の保全と施工品質の確保を目的に材工一式に

よる供給体制としている。

●風対策と免震

免震住宅は上部建物が比較的軽量となるため、風

による影響を受けやすい。また、一般的に転がり系

の支承を用いた免震住宅は、地震に対する感度が高

い反面、風に対する影響も受けやすい。風に対する

挙動は次の2つが上げられる。

a）免震層の復元力を超えるような風に、断続的

にさらされる事により、免震層の可動範囲で

水平移動を繰り返す。（押し引きを繰り返す）

b）一方向に継続的に発生する強風により免震層

の可動限界まで水平移動する。（押され続ける）

本システムでは、所定の荷重まで作動させない電

磁弁付きオイルダンパーをラインナップすることに

より、a）のように不快と感じるような現象を最小限

に抑えるものとしている。また、b）のような状態を

想定した場合、本システムでの可動限界であるVP

免震支承の限界変位に到達すると、鋼球の脱落に対

して抵抗機構※1が働き、支承の移動を止めることが

可能である。

3 免震性能～実大振動台実験について～
「OKABE免震システム」は実大の戸建て住宅による

振動台実験にて、その安全性を確認している。また、

比較のために同じ建物で非免震の実験も行っている。

実験の概要を以下に述べる。

3.1 実験諸元

試験体諸元及び載荷概要を示す。

●試験体概要

●載荷概要

加力方向：3次元振動台による3軸同時加振

入力波形：JMA KOBE 1995

HACHINOHE 1968

K-NET OJIYA 2004

EL Centro 1940

TAFT 1952

告示波（神戸位相、八戸位相）

図3 実大振動台実験建物全景

※1：VP免震支承の抵抗機構を超える風圧力が想定される場合に
は、別途、限界変位に対する検討が必要となる。

表2 試験体概要
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3.2 結果概要

実験結果の概要として表3に一覧を示している。

ここで、非免震構造では上階に行くほど、入力加速

度に比べ応答加速度が大きくなっているのに対し、

免震構造では2FLの応答加速度が約1/4～1/5程度と

なり、免震効果により建物に生じる加速度が緩和さ

れていることがわかる。これは、図4を見ても明ら

かなように、免震構造では入力のレベルに対し、応

答のレベルが著しく小さくなっているが、非免震構

造では入力のレベルより応答のレベルが大きくなっ

ている事がわかる。図5に各フロア別に入力加速度

と応答加速度の関係を示している。免震・非免震と

もに入力加速度が大きくなるに従って、応答加速度

も大きくなるが、非免震では入力レベルが大きくな

るほど、応答レベルとの差が大きくなる。対して免

震構造では入力レベルの変化に対し応答レベルの変

化は比較的少なくなっている。この事より巨大地震

時になるほど本免震システム効果が発揮される事を

示唆しているものと考えられる。

免震層の応答変位は最大175.5㎜（JMA KOBE加振

時）で、本システムの限界変位が353㎜ということか

ら十分余裕のある範囲である。さらに、K-NET

OJIYA波においても同様であることから、本免震シ

ステムは震度7クラスの巨大地震においても十分許

容範囲内で性能を発揮できることがわかる。

上部構造体の状況として建物の各層の最大応答変

位から層間変形角を算定した。各入力に対し1F-2Fの

層間変形角は免震構造では1/300以下で弾性範囲内で

あると推測される。対して非免震構造では、最も大

きな変形として約1/43と観測されており、構造体と

しては大きなダメージを印象づける結果となった。

図4 時刻歴図（入力－応答加速度関係）

表3 実験結果概要一覧

図5 非免震と免震の比較（入力－応答加速度関係）
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3.3 まとめ

①入力加速度は本免震システムを採用することで、

約1/4～1/5に低減される。

②非免震構造では上階ほど加速度は増幅するのに

対し、免震構造とすることで各階の加速度に大きな

差が生じなくなる。

③免震構造とすることで上部建物の層間変形を小さ

くすることが出来るため、構造体としてのダメー

ジを受けにくくなる。

④実施したあらゆる地震波においても、同様の免震

性能を示したことから、周波数特性の違う地震動

に対しても十分に免震性能を発揮する。

⑤JMA KOBEクラスの地震を繰り返し受けても、

免震性能に変化はないことから、本震後に発生する

余震が繰り返されても危険性はない。

（総加振回数：72回）

⑥VP 免震支承の復元力はシステムとしても十分に

発揮され確実に原点に復帰することを確認した。

また、加振の回数により復元力の性能が変化する

ことはない。

⑦実験により、免震構造においては全ての加振で、

室内の家具の転倒や食器類の飛散などは見られず、

住戸内の安全性は極めて高いといえる。

⑧上記より、本システムの戸建て住宅への採用は耐震

性の向上を図る上では有効な手段であるといえる。

4 OKABE免震システムの取り組み
●設計について

本システムの設計においては、告示2009号第6に

基づく構造計算についてのサポートを行うことで、

初めて免震住宅に携わる皆様の手助けになればと考

えている。将来的には、専用ソフトの開発など、よ

り汎用性のある対応を考えている。

●施工について

本システムは専門の施工技術者による工事を前提

としている。弊社は施工技術者の教育・管理体制を

充実し、材工一式による供給を行っていく。また、

免震装置を取り付けるための仮設資材に至るまでを

標準部品として準備しており、この部分では建設資

材メーカとしての経験と実績を多分に活かせるもの

と考えている。

●管理・検査について

本システムの施工管理として、各工事工程から上部

架台（鉄骨）設置時の免震層の動作確認に至るまで、

独自のチェックシートを用いて管理を行い、円滑で

明快な施工管理体制の構築を図る。

5 おわりに
OKABE免震システムは木造住宅の耐震性を大き

く向上させる製品である。安心・安全を提供する設

計者・ビルダーの皆様のお役に立てるよう、今後も

製品の技術開発・サポート体制・施工体制を充実

し、戸建て免震技術の普及に努めていく所存である。

〈謝辞〉

実大実験の実施にあたり、東京大学生産技術研究所

川口健一教授のご指導を頂きました。また、実験は

（株）大林組 技術研究所にて実施させて頂きました。

関係各位に感謝の意を表します。

a）1階LDKの状況（左：免震、右：非免震）

b）2階子供部屋の状況（左：免震、右：非免震）

図6 加振後の住戸内状況（免震－非免震）
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1 はじめに
第1回CIB/W114会議「免震・制振建物に関する国際ワークショップ（Internat ional  Workshop on

Response Control and Seismic Isolation of Buildings）」が中国広州市において開催された。会議は、独立行

政法人建築研究所と広州大学耐震研究センターの主催、中国応答制御委員会と日本免震構造協会の後援

により開催され、日本から11名、台湾から2名、中国から23名の計36名の参加者があった。

2 ワークショップの概要
会議では、CIB/W114のコーディネーターである筆者とWen Liuhan教授（広州大学）が共同司会を努めた。

開会式では、西　敏夫教授（東京工業大学）とZhou Fu Lin教授（広州大学）が開会の挨拶を行い、その後、

岡本　伸氏（建築振興協会）が、CIBの紹介とW114の前身であるTG44の活動成果として出版物

「Response control and seismic isolation of buildings」の紹介を行った。また、筆者がCIB/W114の発足と

活動案について説明を行った。

その後、日本、中国、台湾からの参加者による講演が行われた。以下に、講演題目と講演者を示す。

① 日本における建築物、橋へのゴム支承の応用（東京工業大学　西氏）

② 免震、エネルギー吸収部材、応答制御に関する最近の中国の現状（広州大学　Zhou氏）

③ 建築物の免制振応答のエネルギー設計法（清華大学　Ye氏）

④ 台湾における免震建物の現状（中国文化大学　Chan氏）

⑤ 同済大学におけるパッシブ応答制御の研究と実用化（同済大学　Lu氏）

⑥ 日本の免震建物の現状（日本免震構造協会　可児氏）

⑦ 構造工学におけるスレンダーな部材の耐風設計（湖南大学　Chen氏）

⑧ 南京工科大学における地震応答制御研究と応用事例（南京工科大学　Liu氏）

⑨ 中国西北部における免震技術の応用と研究動向（蘭州理工大学　Du氏）

⑩ 地震防災のための3次元免震およびTMDシステム（GERB社　Yin氏）

⑪ 世界の免震規準に関する比較研究（フジタ　馮氏）

⑫ 長周期地震動と免震建築物の安全性（建築研究所　斉藤氏）

講演の後には、今後のW114の活動内容について活発な意見交換が行われ、活動計画が以下のように

まとめられた。

① 免震・制振建物の1）構造設計、2）施工、3）装置と実験、4）維持管理に関する国際ガイドラインの開発

② ベンチマーク建物を用いた免震建物の既存設計基準の国際比較

③ 2次被害やライフサイクルコストを含んだ免震建物の性能設計法の開発

④ 免震・制振建物の耐震性能向上のための新材料や新デバイスの研究

⑤ 途上国などに適用可能なローコストな免震・制振デバイスの開発

⑥ 免震・制振技術の普及・促進のための研究者・技術者の交歓

⑦ 免震建物の極限挙動を確認するための振動台実験の検討

⑧ 大径のアイソレーターの圧縮試験技術の検討

⑨ ワークショップなどの企画による研究成果や経験の共有

⑩ 免震・制振技術を広めるための教育・普及ツールの開発

CIB/W114会議「免震・制振建物に関する国際ワークショップ」報告

独立行政法人建築研究所
国際委員会委員長
斉藤　大樹

報告
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⑪ CIB/W114のホームページの開設と情報交換

⑫ CIB/W114ホームページにおける各国の耐震設計法や実施事例、デバイスなどに関するデータベースの構築

写真1 Zhou教授の講演

写真5 第1回CIB/W114会議参加者

写真2 西教授の講演

写真3 岡本氏の講演 写真4 Lu教授の講演
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報告

3 まとめ
中国の免震建物は、現在、約500棟が建設されている。今や、中国は日本に次ぐ免震大国であり、広州

大学のZhou教授を中心として、若手の研究者が精力的に免震構造の研究開発と実用化に取り組んでいる。

今回の会議は、そうした中国の現状を知る大変よい機会であった。また、CIB/W114の最初の会議として、

単なる研究発表会でなく、今後の活動計画について活発な議論ができたことは意義が大きい。今後、

CIB/W114の活動においても、日本と中国が中心的な役割を担うことは間違いなく、今後、日本免震構造

協会・国際委員会が幹事となり、他の国々への積極的な参加を呼びかけながら、活発な研究交流を行って

いきたいと考えている。最後に、本会議の成功に多大の貢献をしてくれた広州大学耐震工学センター

（センター長：Zhou教授）の若手研究者の方々、とくにWen Liuhan教授とTan Ping教授に感謝いたします。
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講習会報告

1 はじめに
2月19日（月）、広島市西区打越町の三條公民会館で広島住宅研究会の勉強会が「木造住宅の免震・制震に

ついて」というテーマで開催されました。JSSIは、広島住宅研究会の依頼を受け協賛として参画しました。

広島住宅研究会は、広島県の設計事務所を中心として工務店・建材メーカー等が会員となり構成し、

毎月1回の勉強会を行っています。過去には71回開催されており、72回目の勉強会となりました。その

テーマは、デザインの分野から施工の分野に渡り幅広いテーマが取り上げられています。

今回の参加者は、ほぼ全会員の38名で、デザイナーや工務店、建材メーカーなど多くの職種の方々が

出席されました。このように多種の方々に、免震構造や制震構造をどのように説明すればわかり易くなるか

ということに、今回は特に配慮いたしました。具体的には、現状国内の木造構造に採用されている免震構

造・制震構造の装置や実例を画像で示し、それぞれの免震・制震構造によるメリットを補足説明するという

内容構成としました。また、実設計例を用いて、その設計性能と施工過程を紹介しました。最後に、

告示による免震構造計算方法を紹介し、行政手続きが容易になった設計の現状をふまえ、是非、チャレン

ジされることを願い終了しました。

2 セミナー案内概要
1）日　時：2007年2月19日　18：00～21：00

2）会　場：広島市西区打越町　三條公民館　3階　研修室1

3）目　的：住宅に関わるものとして戸建住宅の免震・制震の現状を学ぶ

4）プログラム ・免震とは？制震とは？

・免震のしくみと、免震装置の種類と機能

・制震のしくみと、制震装置の種類と機能

・それぞれ実例紹介

5）講　師：社団法人日本免震構造協会　会員　CERA建築構造設計　世良　信次

6）主　催：広島住宅研究会

7）協　賛：社団法人日本免震構造協会

8）事務局：河野設計室内　河野　章

3 おわりに
参加者に終了後、感想をお聞きしたところ、やはり構造的な話は理解しがたいとのことでした。これか

らは、プランナーや意匠デザイナーにわかりやすく伝える内容を工夫する必要があると痛感しました。

「広島住宅研究会
木造住宅の免震・制震セミナー」報告

CERA建築構造設計
世良　信次

写真1 説明状況 写真2 会場全景
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1 はじめに
JSSIの共催支援を受けCERA建築構造設計は、地方への普及を目的として免震セミナーを開催しており

ます。これまでに平成17年10月さいたま市、平成17年12月横浜市、平成18年2月名古屋市、平成18年6月

大阪市、平成18年11月仙台市、平成19年2月岡山市の６回を実施しております。本報告は、本年2月20日に

開催した「第６回　免震セミナー in 岡山」の概要を紹介いたします。

下記に今回のプログラムを示しておりますが、プログラムの基本構成は、初心者を想定し免震構造の原理、

免震部材の性能など基礎知識を紹介するところから入り、告示計算の概要の説明、実設計例の紹介、および

告示計算の注意点などとしています。聴講者は、主に各地方の構造設計事務所を対象としており、地方の個人

事務所でも設計できる方法として、また免震構造と地震動の関係をビジュアルに説明できる点から告示の方

法を適切と考え採用しています。今回も岡山県内の構造設計事務所の方々20名の参加を頂きました。

今回は、告示による計算方法の概要を私が担当しましたが、普段は、JSSI 専務理事の可児先生が担当し

ていただいています。可児先生は、告示計算の背景や今後の課題を含めて明快に説明されています。

山先生は、今回、「エネルギー法による免震建物の設計と免震部材の性能評価」というテーマで免震

構造の原理や考え方、免震部材の限界性能、さらに告示計算における注意点などについて幅広く説明を

して頂きました。毎回、新鮮な話題を取り入れられ、聴講者も2時間に渡り聞き入っていました。

2 セミナー案内概要

第6回　免震構造セミナー in 岡山「免震構造の基本から実践的設計まで」

主旨：近年の新潟県中越地震、福岡県沖地震、十勝沖地震では免震建物の高い耐震性が実証されています。

できれば免震構造を選択し、予期されている南海地震など巨大地震に備え、多くの資産と人命の損

失を避けたいと願うところです。今回は、免震に関する基本知識から平12建告第2009号による設計

法を基に「免震構造の設計要点」を実践レベルで説明し、さらに、エネルギー法による設計法を紹

介し、免震構造の設計を原理から理解して頂くことを目的とするものです。

「免震セミナー in 岡山の報告」
CERA建築構造設計

世良　信次

写真1 山先生の説明状況 写真2 会場全景

講習会報告
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講習会報告

□プログラム

0．はじめに （10：00 － 10：05）

1．共催・協賛者の紹介 （10：05 － 10：20）

2．免震構造の役割「実地震による免震建物の性能」 （10：20 － 10：30）

講師　CERA建築構造設計　世良　信次

3．免震構造の歴史・原理・種類と性能・簡易設計手順 （10：30 － 12：00）

講師　世良　信次

□昼　休

4．免震部材の試験と性能 （13：00 － 13：20）

講師　昭和電線デバイステクノロジー（株） 加藤　直樹

5．告示による計算方法の概要と実例 （13：20 － 14：15）

講師　世良　信次

□休　憩

6．エネルギー法による免震建物の設計と免震部材の性能評価 （14：20 － 16：20）

講師　福岡大学　教授　　山　峯夫

□なんでも質疑応答 （16：20 － 16：50）

日　　時：2007年2月20日（火）10：00～16：50

会　　場：岡山市民会館（203会議室）

募集人員：35人

共　　催：社団法人　日本免震構造協会（JSSI）

協　　賛：昭和電線デバイステクノロジー（株）、住友金属鉱山シポレックス（株）、

ユニオンシステム（株）、（株）中部コーポレーション、（株）免震テクノサービス

主　　催：CERA建築構造設計事務所

3 おわりに
セミナー終了後、参加者の森建築事務所様から「近くでこのような話が聞けて久々に奮起しました…」

という内容の感想を、また（株）新田建築工学研究所様は、「さいたまのセミナーがおもしろかったのでま

た来ました。…」という意見を頂きました。まずは全国の構造設計事務所の方々全員が免震構造や制震構

造に触れ、どこで起こるかわからない大地震に備え地方都市建物の耐震整備に役立てていただきたいと願

うところです。

なお、本年は4月末に静岡市、その後、千葉市、新潟市、山梨市、和歌山市などを予定しており、 山

先生をはじめJSSIの事務局、協賛会社の方々には、毎回ご協力いただき、深く感謝申し上げます。
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1 はじめに
免震構造の研究や設計が進み、最終的には実際に

免震建築物の建設、施工となる。施工部会では、設

計された免震建築物が、施工の不具合により本来の

免震性能を損なうことの無いよう、品質確保のため

の検査・判定基準や標準的な施工方法について

「JSSI免震構造施工標準」（2001年初版）を刊行した。

本施工標準は、設計事務所や部材メーカー、そして

ゼネコンの技術者が手探りで続けてきた施工ノウハ

ウをまとめたものともいえる。しかしながら、初版

は、一般の標準類に比べると、解説や用例が少ない

ことが否めなかったため、その後、免震建築物施工

の実際における疑問や問題点について、詳細に解説

した小冊子「免震施工Q＆A」を作成している。

今回、「JSSI免震構造施工標準」の初版から5年が

経過したことから、2005年度版に改定したので報告

する。昨今では、超高層免震構造や中間階免震、免

震レトロフィットへの適用、すべり・転がり系支承

や流体系ダンパー等の新しい免震部材の実用化等が

進んでいる。それに伴って施工上の問題点や苦労も

増えているようで、個々に施工技術の改善・工夫も

伝えられている。2005年版では、免震建築の適用範

囲の広がりや新しいタイプの免震部材の施工方法を

中心に改定をすすめ、その他各章の図、写真や解説

を、昨今の情報に基づいて見直した。

また、中間階免震を適用範囲として取り上げたり、

新たに耐火被覆に関する項目も設けているが、標準を

示すというよりも、考え方と事例の紹介にとどめた。

また、平成12年10月の国土交通省の告示2009号～

に基づいて、従来、大臣認定を必要としていた免震

建築物の一部が確認申請で実施できるようになって

久しく、免震建築物は大小含め増加の一途をたどっ

ている。免震構造普及の裾野が広がっているのは間

違いないが、免震構造のまったく施工経験のない施

工者や、監理のノウハウを持たない設計者が関わっ

てきているのも事実である。本書は、既に2005年度

の免震部建築施工管理技術者の認定試験講習・資格

更新講習の新テキストとして採用されており、読者

対象としては、はじめて免震構造の施工や監理を手

がける技術者のよりどころとなるよう編集されたも

のである。

2 構成と改定の概要
本施工標準の構成と主な改定項目は以下の通りで

ある。

1章　総　則

→適用範囲の追加

→準拠する規基準の変更

→用語解説文の見直しと追加

2章　品質管理

→品質管理書類

→免震施工計画書の構成（例）追加

3章　製作管理

→製作管理時の判定基準の見直しと修正、追加

「JSSI免震構造施工標準2005」改定の概要

技術委員会・施工部会（平成19年4月1日現在）

委員長 原田　直哉 株式会社アルテス

幹　事 中澤　俊幸 株式会社東京建築研究所

委　員 大塚　　繁 三井住友建設株式会社

小倉　　裕 株式会社免制震ディバイス

門　　隆司 オイレス工業株式会社

亀田　龍吉 大成建設株式会社

山　桂一 昭和電線デバイステクノロジー株式会社

舘野　孝信 戸田建設株式会社

戸沢　康弘 前田建設工業株式会社

室屋　哲也 株式会社竹中工務店
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4章　受入検査

→現場搬入受け入れ時の検査要領

5章　仮設計画

→水平拘束材の用法解説の見直し

6章　免震層の施工

→免震基礎部の施工の重要性について

→免震層の標準的な施工フローの見直し

→施工手順と留意点全般を見直し

→ベースプレート下部充填性確認試験内容追加

7章　安全管理

8章　施工時検査

→精度管理基準について

9章　竣工時検査

→JSSI維持管理基準に対応する検査項目を記載

→点検用例（写真）追加

10章　施工計画上の留意点

→項目追加修正、追加

11章　中間階免震の施工（新規追加）

→中間階免震の施工についての記載

3 改定のポイント
（1）品質管理書類

品質管理書類を実情に合わせてまとめ、書類数を

減らした。部材設置要領は、免震工事施工計画書に

盛り込むこととした。ここで、免震工事施工計画書

に実際に盛り込むべき内容・項目を例として記載し

た。（表1）免震部材製作管理において、性能検査報

告書は、製作検査報告書に含まれるものとした。そ

の結果、施工管理書類は旧版より2種類が減じてい

る。製作者が作成するものが多いが、監理者も施工

者も内容をある程度理解し、不備がないことを確認

することができなければ管理しているとはいえな

い。そのために、本施工標準では製作管理において

何をどのように検査、判定するかを詳しく記載して

いる。

（2）製作管理時の判定基準

前述のように、製作管理関係の書類を理解するた

めに製作管理や検査で何がおこなわれているのかを

理解しなければならない。深く知る必要は無いが、

基本的に大臣認定を取得した免震部材の受注生産品

で、個々の製品の検査が重要であることを認識して、

品質管理に臨みたい。本施工標準では、大臣認定を

取得した仕様・判定値に基づいて旧版の内容を見直

している。
図1 積層ゴムアイソレータの検査・測定

表1 免震工事施工計画書の構成

1．総　則

：適用範囲、準拠図書、基規準等

2．一般事項

：工事概要、工事工程（免震部）使用免震部材

（アイソレータ、ダンパー、エキスパンションジョイ

ント）、免震部材配置図、免震層断面図

3．品質管理

：品質管理体制（組織）、要求品質・特記仕様（設計図書

より）、試験・検査計画概要

4．製作管理：品質管理書類と担当、書類検査、性能検査、

検査項目、管理値等（製作要領書を添付しても良い）

5．受入検査：現場受入時の検査項目、不具合時の処置、

免震部材の保管・養生

6．施工管理

：免震部の施工フロー、ベースプレート下部充填工法、

充填材料（グラウト、高流動コンクリート）、免震部

材の取り付け手順、水平拘束材、エキスパンション

ジョイント、設備配管の施工等

7．施工上の留意点：クリアランスの確保、鉄骨建方、上

部構造の収縮等

8．安全管理：特に免震部材の施工（搬入、荷おろし、設

置）に関する安全事項を盛り込む。

9．免震部材に関する検査計画：

施工時検査および竣工時検査の実施時期、検査項目、

判定値、不具合時の処置方法、担当者等

10．免震部材搬入（輸送）計画

付・施工品質管理表（チェックシート）

：管理時期（施工フローに従って）、管理項目または確認

書類（書類検査）、管理値、不具合時の処置、担当者等

・検査記録シート書式（適宜）

・なお、施工試験（ベースプレート下部充填）を実施する

場合は別途、「試験計画書」を作成・添付する。
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（3）仮設計画

仮設計画では、施工時の地震に対して免震層上部

が動くということをどれだけの施工者が実感として

とらえているであろうか。事実、小規模な地震では

多少揺れる程度であるので、通常建物と同じ感覚で

施工されている場合がほとんどである。当初は、免

震層を水平拘束材で堅固に固定する工法が行われた

が、本施工標準では、特別な場合を除き、施工時で

も免震機能を働かせて躯体の安全を図るという方法

を基本としている。

1）特別な場合には水平拘束材が必要

2）タワークレーンの安全性について

免震建築物の施工において、中小規模であれば、

外部自立のタワークレーンやクローラクレーンの使

用で問題ないが、大型、高層化するとクレーンを免

震層より上部に設置し、クライミングさせたり、地

盤面または基礎からのマストクライミング方式で、

横つなぎ材を免震層上部でとる場合がある。このよ

うな場合、施工時に地震を受けた際、通常建物より

もクレーンの揺れが大きく（共振）なったり、強制変

形を強いられたつなぎ部分に過大な応力が発生する

危険性がある。変形量の推定や接合部の補強等につ

いて、設計者や揚重機業者を交えて、対策を協議し

ておくことが必要である。

（4）免震層の施工

1）免震部施工の重要性について

免震部材の基礎部は免震建築物と免震部材との最

も重要な接合部で、万一の施工不良の場合、免震建

築物としての性能が発揮されない恐れがある。設計

どおりに軸力、せん断力を確実に基礎構造に伝達で

きるよう、コンクリートの打ち次ぎ処理、ベースプ

レートの設置精度確保、基礎部コンクリートの充填

（ベースプレート下部）、アンカーの定着、鉄筋のカ

ブリ確保等、基本的なことではあるが、特に重点的

に施工管理すべき部位と言える。また、このように

重要な接合部分ではあるにもかかわらず、現在、ベ

ースプレートも含め設計法は各社各様で定まった基

写真1 積層ゴム直上の鉄骨建方の場合

写真3 高層免震建物＋マストクライミング型タワークレーン

写真2 スベリ、転がり支承の場合
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準がないのも事実である。安易な配筋や納まり設定

となってはいないか、施工者としても注意すべきポ

イントである。

2）標準的な施工フロー

免震層の標準的な施工フローにしたがって施工写

真をより適切なわかりやすいものに変更し、解説、

チェック項目を見直している。

ベースプレートの取り付け精度管理においては、

調整後、コンクリートの打設により移動しないよう

十分固定すること。レベル調整ボルトとアンカーフ

レームや捨て筋、捨てアングルと溶接する等。

免震部材基礎部のコンクリート打設後の状況確認

についても打音検査の事例を示した。

免震部材の取り付けボルトの締め付けに関して、

均一な締め付け管理のためのトルク管理を推奨する

記述を追加した。

（5）ベースプレート下部の充填性確認試験の推奨

免震構造物の大型、高層化によって積層ゴムアイ

ソレータも大口径のものが使用され、必然的にこれ

を取り付けるベースプレートも大型化し、辺長2m

を超えるものも使用されるようになっている。大型

のベースプレートを精度基準内で設置・固定し、コ

ンクリート基礎を確実に打設することは容易ではな

い。基礎形状、配筋、ベースプレート下面のアンカ

ー形状によりさまざまな状況が考えられる。本施工

標準では、このような場合充填性確認試験を実施す

ることが必要であるとしている。また、施工経験の

ない場合も同様である。

写真4 ベースプレート充填性確認の打音検査

写真5 取り付けボルトのトルク管理

写真6 充填性確認試験・ベースプレートセット状況

写真7 コンクリート充填状況

写真8 硬化後ベースプレート撤去、充填性確認
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（6）施工精度管理

免震部材の取り付け精度については、本施工標準

では、一貫して据付（仮付）精度の管理を行い、コ

ンクリート打設後の精度確認は規定していない。こ

れは、打設後には取り壊す以外に修正の方法がない

ため、事前の十分な管理と部材の固定を薦めている

わけで、コンクリート打設後の精度確認は不要とい

うわけではない。特に、すべり・転がり系アイソレ

ータはきわめて小さな水平力で滑動するため、精度

管理には細心の注意をはらって管理しなければなら

ない。

（7）施工計画上の留意点

免建築物の施工においては、通常の建築物の施工

にはない問題がある。2005年版では、施工計画上の

留意点を9項目に増やした。Q&Aにも記載された項

目もあるが、いずれをとっても工法や対策を標準と

して記載することは難しく、個々の状況に合わせて、

担当者が知恵を出し合って対策をとっているのが実

状である。

①鉛直クリアランスの考え方

②設備配管・配線を含めた総合図の必要性

③免震層躯体の収縮歪対策

④上部躯体の打設計画

⑤免震層内の換気

⑥プレストレス梁のある場合

⑦耐火被覆の施工

⑧ダンパー基礎とダンパー取り付け手順

⑨アイソレータの取替え

特に、②は、竣工時検査のワースト1に上げられ

る免震層の設備配管・配線の問題である。免震層の

可動部分を妨げることがないように計画することは

いうまでもなく、将来の保守点検も考慮した総合図

を作成して施工にあたることが望まれる。

③免震層上部の躯体の収縮により生ずる免震部材

の変形を如何におさえるのか、許容するのかという

点では、まさに明確な解を示すことはできない。

50mを越えるような広がりのある免震層の場合は、

収縮量の少ない施工方法を検討し、変形が生じる可

能性があることを、設計者、施主に理解を求めるこ

とが大切である。⑥同様に、ポストテンション型の

プレストレス梁のある場合、緊張力導入によって免

震部材に変形が出る場合がある。⑨免震部材の取替

えについては、作業フローだけでなく、実施されて

いる事例写真を掲載した。

（8）中間階免震の施工

中間階免震の建物も増えている中、基礎免震との

違い、施工者として何を注意すればよいのかを喚起

するために、新しく章を設けた。ここでは、中間免

震層周辺の変位対応についての納まりに留意するよ

う、また、免震層を通過する設備配管の継手やエレ

ベータ、免震層を居室として使用する場合の耐火被

覆処理等について記載した。

4 おわりに
2005年は、「免震部建築施工管理技術者」の資格

制度発足の5年目にあたり、本施工標準を新テキス

トとして最初の資格取得・更新講習も実施され、有

資格者の数も1500人を超えた。今後とも、同制度の

もと、JSSIの推奨する「健全なる免震建築の普及」

に向けて、本書を大いにご活用いただけることを願

っている。

写真9 免震層の設備配管の可動性

写真10 積層ゴムアイソレータの取替え実施例
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1 はじめに
本小委員会では各種アイソレータの基本特性、ア

イソレータが取り付く躯体側の設計・施工まで含め

て、設計者や施工者が初心者でもその取り扱いを理

解できるハンドブック的なものとして、「アイソレー

タの設計・施工の現状と課題（仮称）」を作成すべく

活動中である。ハンドブックの目次構成は次のとお

りであるが、まだ不十分な部分もあるのでここでは、

1章を中心に報告する。

1章　アイソレータの役割と性能

2章　設計一般

3章　積層ゴム支承

4章　すべり支承

5章　転がり支承　

6章　免震部材取り付け部の設計と施工上の留意点

2 アイソレータへの要求性能
アイソレータに求められる基本的な性能は、

・鉛直支持能力

・変形性能

・復元性能

・耐久性

・品質・ばらつき

などである。高減衰積層ゴム（HDR）、鉛プラグ入

り積層ゴム（LRB）、弾性すべり支承などではエネル

ギー吸収性能も加わる。

アイソレータには常時荷重に対する長期間の安定

した支持能力と経年変化に伴う性能劣化が許容範囲

内であることが必要となる。変形性能については、

アイソレータに要求される変形量まで鉛直荷重を支

持しながら追随しなければならない。この時、鉛直

荷重は常時荷重の2倍程度になる場合があることに

注意を要する。

アイソレータとして大きな変形性能を有していて

も、建物を元の位置に復元させる剛性を有している

必要がある。すべり支承や転がり支承には復元性能

はないため、別途復元力を付与できるデバイスが必

要となる。出来るだけ小さな水平剛性である方が免

震性能は高くなる。水平剛性や復元力特性が軸力の

変動に伴って大きく変動しないことが、免震建物の

解析や設計の信頼性を高めるために必要である。復

元性能（水平剛性）の大きさが地震終了後の残留変

形の大きさに影響を与えるため、水平剛性を適度に

確保することも配慮されるべきである。

また、微小変形域から破断に至るまでの履歴特性

と面圧や速度などによる依存性も含めて定量的に把

握されていることも肝要である。力学特性や耐久性

が優れているだけでなく、免震部材としての品質の

安定性を持たなければならない。品質としては、ア

イソレータの製作精度、水平剛性や限界変位のばら

技術委員会報告 ― 4

免震部材部会アイソレータ小委員会の活動報告

技術委員会・免震部材部会・アイソレータ小委員会（平成19年3月31日現在）

委員長 山　峯夫 福岡大学

委　員 青木　　研 株式会社鴻池組 清水　秀哲 安藤建設株式会社

荒　　真一 株式会社織本構造設計 高岡　栄治 鹿島建設株式会社

稲井　慎介 戸田建設株式会社 中村　　仁 株式会社構造計画研究所

上田　　栄 日本ピラー工業株式会社 新田山直紀 株式会社日建設計

岡　研二郎 倉敷化工株式会社 朴　　紀衍 株式会社免制震ディバイス

勝田　庄二 大成建設株式会社 早瀬　元明 株式会社山下設計

金子　修平 オイレス工業株式会社 服部　淳志 大成建設株式会社

高坂　隆一 株式会社梓設計 馮　　徳民 株式会社フジタ

佐々木頼孝 東洋ゴム工業株式会社 神船　行生 ニッタ株式会社

三瓶　文彦 株式会社織本構造設計 室田　伸夫 株式会社ブリヂストン
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つきが出来るだけ小さいことが要求される。

3 性能検査と評価
免震部材（アイソレータ）の性能検査は、免震部

材を実際に採用する前に実施しておく特性評価試験

と免震部材を建物に設置する前に行われる製品性能

検査からなる。

特性評価試験（Pre-qualification Tests）では、設計や

モデル化のためのデータを提供するために必要な基

本特性試験、限界性能試験、耐久性試験、面圧・速

度・温度などの依存性試験などで構成される。メー

カーが開発時などに独自に実施する評価試験で、現

状では材料認定（部材認定）がこれに相当する。

製品性能検査は部材性能検査（Prototype Tests）と

品質性能検査（Quality Control Tests）からなる。部材

性能検査では特性評価試験での結果を確認するため

に実際の製品を用いた検査で、限界性能試験の実施

も含む。材料認定制度がない時には、限界性能など

を確認する目的で実製品を用いた試験が行われてい

たものの、現在では実施している設計者は少ない。

試験は実大試験体を用いた実変位、実速度による載

荷が理想である。アメリカなどではサイズが大きな

デバイスの試験を実施する試験装置を完成させ、第

三者機関として性能評価も行っている。わが国の現

状では小さなサイズの試験体による試験結果に基づ

く評価によらざるをえないため、スケール効果など

に十分注意して試験結果を評価すべきである。

品質性能検査では製品の剛性のばらつき、欠陥の

有無などを検査する。材料検査、寸法検査も含め、

全数検査を基本とする。

水平履歴特性の例を図1に示す。性能検査におけ

る水平剛性の評価では、等価剛性と接線剛性の2通

りの評価手法がある。等価剛性では座屈などの不安

定現象を過小評価することがあるので、変位0近傍

での接線剛性で評価することも重要である。初期剛

性は上部構造のフロアレスポンスに与える影響も大

きいので、単に履歴面積を合わせるためだけではな

く、適切に評価することが重要である。

弾塑性復元力特性を弾性剛性と粘性減衰の和とし

て評価する手法が等価線形化法と呼ばれるものであ

る。等価線形化法では図1に示すように等価剛性や

等価粘性減衰定数で評価する。等価剛性は変形に依

存して変化するため変形量を規定しないと求められ

ない。等価粘性減衰定数は1サイクルの履歴面積と

等価剛性による弾性ひずみエネルギーの比率で算出

される。等価粘性減衰は履歴吸収エネルギー（履歴

の面積）が同じであっても等価剛性が変化すれば影

響をうける。繰り返し試験などで履歴面積が小さく

なっても、等価剛性も小さくなれば等価粘性減衰定

数はあまり変わらないということになる。免震構造

設計指針（日本建築学会）で説明されているように

履歴吸収エネルギー量そのもので評価することが重

要である。

等価線形化法は複雑な非線形特性を理解する手法

として有効であるものの、本来の弾塑性挙動を十分

理解した上で適用されるべきと考える。免震建物の

告示計算でも等価線形化法に基づいた応答予測手法

が示されているが、あくまで（理想化された）復元

力モデルに適用しているだけで、その元となる実現

象を忘れてはならない。高減衰ゴム系積層ゴムでも

応答解析用モデルはバイリニア型であり、履歴特性

を初期剛性、降伏後剛性および降伏荷重で評価する

ことが合理的である。水平加力時の鉛直変形量につ

いてはあまり注意されていないが、積層ゴムの性能

を比較する上では重要なデータになり得る。

限界性能試験では、加力時の免震部材の変形状態

を良く観察し、部材の実挙動と履歴曲線上に見られ

る座屈・負剛性の発生などとの対応を理解すること

が肝要である。

4 部材認定における問題点
免震部材（アイソレータ、ダンパー）は告示2010

号により指定建築材料に追加された。本基準では免

震部材の満たすべき必要な特性を定めている。当面

は全ての免震部材が指定建築材料としての認定を受

けなければならない。

図1 LRB及びHDRの水平特性値



技術委員会報告－ 4 59

技術委員会報告 ― 4

材料認定では限界曲線を求めることが要求され

る。図2～図4では積層ゴムのメーカーごとの限界曲

線を比較している。同じ形状・材質であっても限界

曲線は異なっている。問題は何をもって限界として

いるのか、その時の履歴曲線の状態はどうなってい

るか、実験データの信頼性、スケール効果、メーカ

ー間の評価法の統一は計られているのか等について

データが開示されることが、正しい部材性能を認識

する上で非常に重要であると考えている。限界範囲

内であれば、アイソレータの性能は確保されている

と勘違いされるケースもある。限界範囲内であって

も水平剛性や履歴面積は変動する。本来ならばアイ

ソレータの履歴曲線に基づいて設計者はその使用性

について判断すべきである。

また、告示2010号の性能評価項目には、積層ゴム

の面圧依存性、減衰性能を有する積層ゴムでは重要

と思われる速度依存性、繰り返し依存性などの重要

な評価項目が明記されていない。性能評価が不十分

な告示で正しい部材性能を認識できるはずはないと

思われる。最も大切なことは、設計者自身が免震部

材の性能を正しく評価し、不十分なデータがあれば

追加試験などを強く求めることである。

認定で決められた基準値はあくまで、基準面圧と

規定変形下での特性であり、それをはずれた条件下

での適用に当たっては注意が必要となる。認定され

れば永遠に認定は有効となる。しかし、本当に性能

や品質は保持されるのか、その確認は使用者の判断

に委ねられている。免震建物の設計を行う場合、時

刻歴解析でも告示の方法でも免震層の復元力特性を

設定する必要があり、復元力特性を正しくモデル化

することが免震建物の応答を評価する上では重要と

なる。復元力特性はアイソレータが支える荷重によ

っても変化するし、水平変形の大きさ、速度・温度

などによっても変化する。また、エネルギー吸収性

能をもつアイソレータでは水平方向に何度も変形が

繰り返されると発熱し、温度により水平剛性や履歴

面積が低下していく。図5には縮小試験体による繰

り返し試験の結果の一例を示す。面圧は8N/mm2、

せん断変形率200％×200回の繰り返し試験（加振振

動数0.33Hz）の結果である。HDRの履歴面積は約半

分となり、水平剛性は約0.6倍となっている。LRB

の降伏後剛性の変化はないものの、降伏荷重は約

0.6倍となっている。弾性すべり支承においても繰

り返し載荷によって摩擦係数が低下する。

現在、免震部材は材料認定を受けたものしか使用

できない。普遍的なデータが要求される認定作業に

かかる人的、時間的費用を考慮すれば、新型のデバ

イスを開発する意欲も削がれるのが現実であろう。

現状の免震部材とその性能に安住することは免震構

造の発展にとってマイナスであるばかりか、一度認

定を受けてしまえば、性能は全て明らかになったも

のと設計者もメーカーも思いこんでしまう。

図2 天然ゴム系積層ゴムの圧縮限界強度の比較
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今後、免震部材の性能評価はどうすべきなのか、

告示による材料認定の運用はどうすべきなのかにつ

いて十分な議論が必要であろう。一方で、免震構造

に関する知識の不足した設計者が増えているのでは

ないかと危惧される。免震建物を設計するには部材

認定（材料認定）で示される情報のみだけでは不十

分であり、設計者は各種の書籍・論文・技術報告や

製造者の技術情報などを勉強して免震部材の性能を

充分に理解した上で設計すべきであろう。

図3 高減衰ゴム積層ゴムの圧縮限界強度の比較

図4 鉛プラグ入り積層ゴムの圧縮限界強度の比較

図5 繰り返し試験における履歴曲線の変化（試験体の直径はいずれも225mm）
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5 今後の課題
免震部材（アイソレータ）に関しては現状ではコ

ンクリートや鋼材と同じようにゴム材料などの標準

化は進んでおらず、メーカーに依存した体制となっ

ている。積層ゴムに関してはISOができJIS化が進行

中であるが、材料・配合や形状から性能を規定でき

るような環境を作っていく必要がある。免震構造が

我が国で誕生して約25年、社会的に受け入れられた

のは阪神淡路大震災以降の10年程度である。まだ実

績と実証データが少ない現状においては、きちんと

した製品検査により免震構造の信頼性を確保するこ

とが一番重要であると考えている。そのためには、

免震部材のメーカーだけでなく、設計者、施工者の

協力とともに建築主の正しい理解が不可欠である。

本小委員会としてはハンドブックの完成を目指し

つつ、以下に示すような課題にも取り組んでいきた

いと考えている。

・部材特性データ（実験データ）の収集と公開

・実大・実速度での限界試験、スケール効果

・強風時を想定した免震部材の実験データの収集

・時刻歴解析用復元力モデルの妥当性の検討

・告示計算に求められる免震部材の特性値のあり

方と使い方

・免震部材取付部の設計標準・施工標準の検討

・エネルギー吸収性能、発熱による影響の評価

（文責：　山峯夫）



62 MENSHIN NO.56 2007.5

1 はじめに
平成19年3月7日に（株）奥村組のご厚意により

「（株）奥村組東京本社ビル免震レトロフィット工事

見学会」が開催されました。募集に対し予想以上の

申し込みが有り、見学会は2つのグループに分かれ

ていただき、1回目26名、2回目23名と計49名が参加

されました。

それぞれ、はじめに補強概要の説明があり、そ

の後現場見学、最後に質疑応答の順で行われま

した。

2 現場見学会概要
開 催 日 時：平成19年3月7日（水）

現場見学会：1回目　午後1時～3時

2回目　午後3時～5時

建 物 規 模：SRC造　地上9階、地下3階、塔屋1階

延 床 面 積：9738.62m2

軒　　　高：33.17m

最 高 高 さ：38.8m

竣 工 年 度：平成元年

補 強 内 容：地上1階柱頭における免震レトロフィ

ット

免 震 部 材：高減衰積層ゴム、オイルダンパー

工　　　期：平成18年7月～平成19年5月

本建物は竣工が平成元年であり、新耐震設計法が

適用されている建物です。

耐震性に問題があるわけではない建物に補強を行

う理由は「災害時の事業継続拠点として高い耐震性

を持たせたい」ということでした。

新耐震に適合している為、通常の免震レトロフィ

ットで行われる柱・梁の補強工事がほとんど不要

で、躯体補強工事としては、免震部材が取付く基礎

部分やオイルダンパー設置用の増設躯体（写真1）が

ある程度でした。

1階柱の柱頭免震でしたが、柱脚についても特に

補強は行われていませんでした。

また、施工期間中においても新耐震レベルの耐震

安全性を確保する必要があるため、大地震時の検討

も行っていました。一般的な鉄骨ブレース等での補

強では構面数が現実的でなかったため、パネル型の

鋼製ダンパー（写真2）を設置し、レベル2の地震に対

し層間変形角を1/70に抑えるという形で、耐震性安

全性を確保していました。

施工手順としては、仮受支柱用柱頭補強→仮受柱設

置→柱切断→積層ゴム設置→仮受柱撤去で、仮受柱設

置時にプレロードを加え、2～3mm程度持上げた状態

で柱を切断、仮受柱撤去後の沈み込み量もほぼ想定の

範囲内で問題なく施工出来ているとの事でした。

建物を使用しながらの施工である為、柱壁の切断に

は低騒音の空冷式ワイヤーソーを使っていました。

中間階免震ということで、エレベーターはレール

が変形し免震層の変位に追随する仕様のものが採用

されていました。

3 おわりに
新耐震が適用されている建物のレトロフィットは

非常に珍しく、既存の柱・梁に補強が要らないとい

う一方で、施工期間中の耐震性を確保するという課

題があったこの工事について、設計者・施工者から

さまざまな話を聞くことが出来、非常に有意義な見

学会となりました。

このような機会を与えてくださった（株）奥村組に

ここに記して感謝の意を表します。

写真1 オイルダンパー設置用フレーム

「（株）奥村組東京本社ビル免震
レトロフィット工事見学会」報告

鴻池組 太田崇士

見学会報告
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写真2 仮設鋼材ダンパー

写真3 仮設補強された積層ゴム 写真4 受付付近に設置された積層ゴム



日　時 平成19年2月21日（木曜日）15:00～17:00

場　所 日本免震構造協会　会議室

（東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階）

出席者 理事17名、委任状5名、監事1名

（理事出席者名簿は、別紙）

議　案 1）委員増員と交代の件と新入会員の承認

について

2）第3四半期収支報告について

3）役員改選（案）について

4）規定類について

5）その他

1．出席者数報告
理事総数25名、定足数13名のところ、出席者

22名（内議決権委任者5名を含む。）で、定款第35

条の規定により本理事会は成立した。また、監

事1名が出席した。

2．西川会長挨拶
当協会の事業は皆様のご協力を頂き、ほぼ順

調に推移していると思っております。

本日の主な審議事項は4件ですが、よろしくご

審議をお願いします。

3．開会　15時00分
定款第34条の規定により、西川会長が議長と

なり開会した。

4．議事録署名人
小谷俊介理事及び五十殿侑弘理事の両氏が選

任された。

5．報告事項
議長の指示により、事務局から資料に沿って

報告した後、質疑応答があった。

1）12月通信理事会審議結果（資料①）

運営委員会、技術委員会/ダンパー小委員会、

技術委員会/防耐火部会、維持管理委員会の委

員交代（各1名）の件と賛助会員1社（㈱堀江建

築工学研究所）の入会の件について諮られ、理

事25名中、諾21名、未返信4名で承認された。

2）会員動向（資料②）

前回理事会時（平成18年11月）に比べ、第1種

正会員は増減なく109社、第2種正会員は1名

減の176名、賛助会員は㈱堀江建築工学研究

所の1社増の66社である。

3）免震建物点検技術者講習・試験および合否
判定結果（資料③）

1月27日（土曜日）全共連会館において、参加

者194名で実施し、187名が合格し、2月16日

に合否通知を発送した。

4）協会認定資格者の現況について（資料④）

協会で認定している免震部建築施工管理技術

者及び免震建物点検技術者の推移を棒グラフ

で表したものを用いて説明した。

5）委員会活動状況について（資料⑤）

各委員会活動状況は、会誌に掲載予定の原稿

によった。

6）性能評価事業関連について（資料⑥）

平成18年度通期の性能評価申請の目標件数

は、材料性能評価4件、構造性能評価8件であ

ったが、現在までの申請件数は、材料性能評

価が7件、構造性能評価が26件となり、目標

達成率はそれぞれ、175％、325％となった。

なお、平成19年1月末現在の事業収支概況は、

収入2,322万円、支出約1,224万円で、収支差

額は、約1,098万円になっており、今年度は、

目標を上回る見込みである。

この件に関し、次の質疑応答があった。

Q 法適合判定と性能評価との関係である

が、当協会では法適合性判定をするのか。

A 今のところ予定していない。免震告示に

よるものが対象となろう。

Q 法適合性判定の関係で、性能評価業務が

停滞することにならないか。

A 現時点では計りかねる。

Q 免震告示によるものの判定はしても良い

のではないか。

A 機関でやるとすると体制を整備する必要

がある。参考として、任意評定は5件行

っている。
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7）行事予定（2/21～6/25（資料⑦）

2月中旬から6月末までの主要な行事予定が示

された。

8）その他

免震普及について、平成19年度は専門家のた

めの講習会を開催予定。年4回初級の講習会、

年4回見学会、パッシブ制振の講習会を年3回

程度行う予定。

2月22日～3月14日大阪と東京で戸建免震住宅

の講習会（日本建築センターと共催）を予定し

ている。その他、日本ゴム協会と共催で積層

ゴムと環境に関する講習会も予定している。

免震告示第6の構造計算の講習会を世良設計

と共催で各地での開催を予定している。

6．審議事項

1）委員増員と交代の件及び新入会員について

①国際委員会委員に勝田庄二氏が就任し、維

持管理委員会の鈴木重信委員が奥津宣幸氏

に交代することが承認された。

②第1種正会員としてナイス㈱、賛助会員と

して日本インシュレーション㈱の入会、第

2種正会員として荒川利治氏（明治大学教授）

の入会が承認された。

2）第3四半期収支報告と積立金について

事務局が資料⑨により、平成18年度第4四半期

の収支について、収入の部、支出の部及び貸借

対照表について、以下を説明し、承認された。

①収入の部のうち、会費収入については、予

算に対し、ほぼ100％に達しており、全体

では計画の108％に達している。

②支出の部のうち、昨年新設した勘定科目の

普及推進費については、予算に対し、75％

の執行額となっている。

③特定預金支出の積立金について、当初予算

額より2割程度増額させる。

3）役員改選について

事務局から資料⑩により理事の改選について

説明した。

①辞任予定者（常勤）は、当協会事務局長兼任

の黒澤定弘理事であり、任期は平成20年6

月7日までであるが、辞任の時期は後任者

の就任時を予定している。

②後任候補者は、首都大学東京　建築学専攻

山崎　真司　教授に就任をお願いする。就

任の時期は、現理事辞任時となる。後任理

事の任期は、前任者の在任期間（平成20年6

月7日まで）である。

③選任については、5月16日（水）開催予定の

理事会又は臨時に開催する理事会の議決を

得、平成19年度通常総会（平成19年6月7日）

において承認を受ける。

これらの説明に対し特段の異論はなく、改

選案提案の時期、方法等については、会長

の判断によることとされた。

4）規定類について

事務局が資料⑪により就業規則（規則第3号）

の一部改正案について説明した。

①就業規則第24条（定年退職）第1項の一部改正

により、事務局職員の定年を「満60歳」から

「満65歳」に延長しようとするものである。

②運営委員会においては、職員給与規程（平

成16年規程第1号）第6条（昇給）に関する事

項と職員退職給与規程（平成16年規程第2号）

第4条（勤続期間の計算）に関する事項につ

いて調整の必要の有無とその内容について

引き続き詰めていくこととしている。

この説明に対し、次の要旨の質疑応答があった。

Q 定年延長のみを他と切り離して先行しな

いで、昇給制度や退職金制度との調整に

ついて十分審議し、同時に次回以降の理

事会に提案すべきである。

A 趣旨を踏まえ、定年延長、昇給制度及び

退職金制度の関連規定の手当ての必要性

等について再提案する。

以上の質疑の後、議長により本件は継続審

議事項とされた。

5）その他

西川議長から次の案内があった。

国土交通省住宅局住宅生産課が「平成19年度住

宅・建築関連先端技術開発助成事業」として、

「技術開発課題の募集」をしている。大変有意

義なことなので、応募を検討されたい。提出

期限が平成19年3月19日（月）までと迫っている。
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議長がその他の意見の有無を確認し、17時00

分に理事会の閉会を宣し終了した。

配付資料
資料①12月通信理事会審議結果
資料②平成18年度（2006年度）会員動向
資料③平成18年度免震建物点検技術者試験／合否判定

結果について
資料④協会認定資格者の現況報告
資料⑤委員会活動報告
資料⑥平成18年度性能評価業務の状況報告
資料⑦平成18年度（2006年）行事予定表
資料⑧委員増員と交代の件と新規会員入会の承諾の件
資料⑨第3四半期収支報告と積立金について
資料⑩役員改選（案）について
資料⑪規定類の整備について

平成19年2月21日

議　　　　長 西川　孝夫

議事録署名人 小谷　俊介

議事録署名人 五十殿侑弘
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67日本免震構造協会性能評価（評定）完了報告

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ

行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了

し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価
②第11号の区分（構造性能評価）
建築基準法施行令第36条第2項第三号（同法第36条第3項第二号に掲げる場合を含む）の規定による、免
震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物、または建築基準法施行令第36条第4項の規定によ
る、高さが60mを超える超高層建築物

◇性能評価委員会
材料性能評価委員会 構造性能評価委員会

委員長 寺本　隆幸（東京理科大学） 委員長 和田　　章（東京工業大学）
副委員長 山　峯夫（福岡大学） 副委員長 壁谷澤寿海（東京大学）
委員 曽田五月也（早稲田大学） 山崎　真司（首都大学東京）

西村　　功（武蔵工業大学） 委員 大川　　出（建築研究所）
山崎　真司（首都大学東京） 島 和司（神奈川大学）

瀬尾　和大（東京工業大学）
曽田五月也（早稲田大学）
田才　　晃（横浜国立大学）
中井　正一（千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL:http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
減衰材。

適用範囲

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

EAE-SRIM型粘性ダ
ンパー

申請者

高環境エンジニアリング
上海材料研究所

06003
（H18.10.31）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

DRB式天然ゴム系
積層ゴム支承

東一ゴムベルト
明興産業

06004
（H18.11.14）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

マルチベース（KMB-
FU-SUS）引抜対応
型剛すべり支承

川口金属工業
06005

（H18.12.8）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

マルチベース（KMB-
FU-SUSF）引抜対応
型剛すべり支承

川口金属工業
06006

（H18.12.8）

JSSI-材評-
（完了年月日）

構造性能評価

件　名

株式会社前川製
作所新本社ビル

申請者

前川製作所

設計者

大成建設

構造形式

免震構造
S造

高さ
（m）

31.05

延面積
（㎡）

9,304

建設地

東京都
江東区

階数（階）
地上 地下

8 －

施工者

大成建設
06009

（H18.10.12）

JSSI-構評-
（完了年月日）
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69日本免震構造協会性能評価（評定）完了報告
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71国内の免震建物一覧表

国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたものを一覧で示しています。
間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。

また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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83委員会の動き

委 員 会 の 動 き の3課題について、調査研究情報

の収集と分析を続けている。目

的は、調査研究の最新情報をい

かに実務設計者に伝達すること

にある。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

J-SHISから提供される地震速

度波形をダウンロードして、設

計の応答計算で使用する加速度

波形に変換する波形処理ソフト

をJSSIのホームページで公開する

予定である。また、告示免震設

計のアンケート調査について検

討している。

免震部材部会
委員長　 山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　　山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

積層ゴム、弾性すべり支承、転

がり支承の特性や設計・施工方

法について議論をしてきた。委

員会ではアイソレータの設計・

施工に関するマ ニュアルを作成

しているが、まだ十分ではない

ので、引き続き検討していくこ

とにしている。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

3年間のダンパー小委員会（履

歴系ダンパーWG、粘性系ダンパ

ーWG）の活動成果として、「免震

部材部会　ダンパー小委員会

活動報告書」をまとめた。成果

については、WEB上による公開

を検討中である。

●住宅免震システム小委員会

委員長　　山　峯夫

住宅免震システム小委員会で

は、「大工・工務店のための免震

る。さらに、3月末の能登半島地

震では1Gを超える地動加速度、

1m/secを超える地動速度が観測さ

れたそうだ。テレビや新聞で報

道されたように、木造建築の被

害は甚大であったが、きちんと

造られた木造建築で被害を受け

ていない建物も沢山ある。数階

建ての市役所、学校建築なども

ほとんど被害を受けていない。

観測された地震動、実行入力と

しての地震動、構造物の実際の

応答と抵抗力の関係などまだ分

からないことが多いと感じる。

技術委員会は、5つの部会をもう

け免震構造に関する多くのテー

マ、共通的な課題を対象にして

活発な委員会活動を進めている。

各部会の委員長から活動報告を

して戴く。

設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　公塚　正行

免震部材と構造躯体との接合

部の設計方法について、東京工

業大学和田研究室で鉛ダンパ－

の取付部を模擬する試験体によ

りスタッド形式と長ナット形式

について載荷試験が行われた。

また、日本建築センタ－・免震

構造審査委員会との意見交換会

を行った。

千葉大学小谷研究室と、長周期

地震動における免震構造の応答

についての意見交換会を行った。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

長周期地震動の予測・評価に

関する検討、地震ハザードステー

ション［J-SHIS］の利用に関する

検討、および免震建物における

地震観測のあり方に関する検討

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、1/16、2/14、

3/13に開催した。定例的な活動内

容は、会員動向の確認、収支状

況の確認のほか、性能評価事業

の順調な活動支援などである。

新年度の活動に向けての課題

を検討している。課題としては、

公益法人制度改革関連3法に関わ

る協会対応、更なる免震構造の

普及支援活動、次期事務局体制、

役員交代、予算案検討などであ

る。詳細については、企画小委

員会、財務小委員会で検討し、

運営委員会で審議を進めている。

告示改正について、地盤の増

幅率関係条文が告示免震建物に

適用される場合の問題をパブリ

ックコメントとして提出した。

技術委員会
委員長　和田　章

日本国土の総面積はカリフォ

ルニア州より狭く、多くの大小

様々な島で成り立っている。米

国大陸の中でカリフォルニア州

は地震の多いところとされてい

るが、狭い国土の日本は地域係

数で設計用地震力を変え，今後

30年の地震発生確率で地震防災

対策を変えようとしている。大

陸のおおらかな地形の変化に比

べて、全体が小さく変化が激し

いから、話が詳細になるのは悪

いことではないが、鳥瞰図的に

見て、日本はアジアの中で地震

の多い島々と思った方が分かり

やすい。新潟県中越地震、福岡

県西方沖地震、能登半島地震な

ど、最近の大きな地震は上記の

発生確率と関係なく起こってい



84 MENSHIN NO.56 2007.5

住宅設計・施工マニュアル」を

完成させることができた。会員

にむけて近いうちに公開できる

予定であるので、皆さまからの

ご意見を頂きたいと考えている。

なお、本小委員会はマニュアル

の完成をもって解散する。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

パッシブ制振構造設計・施工

マニュアル第2版が、初版と同様

にほぼ完売となった。このため、

制振部材品質基準小委員会と共

同で第2版の校正を行い、第2版改

訂版を発行することに決定した。

1月～3月まで、中国語訳をふ

まえた改訂作業を行った。また、

小委員会やWGの再編成を含む今

後の活動計画も検討した。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

滑り系装置（弾性滑りと剛滑り）

について耐火構造の認定条件を

検討。各メーカーのデバイスの

メーカー毎の特徴を整理した。

すべり材ついては公的試験機関

での高温特性試験を計画した。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

例年開催されてきたフォーラ

ムのテーマ、実施方法、講師依

頼などについて普及委員会運営

幹事会で検討した。今年は免震

建築が世に出て25周年を迎える

ことから、これまでを振り返る

ことと更なる発展を目指す方策

を探ることをテーマとして、具

体的な準備に入っている。

教育普及部会
委員長　早川　邦夫

3月7日に奥村組東京本社ビル

（1階柱頭での免震レトロフィッ

ト）の免震建物見学会を開催し、

50名の参加者があった。

当協会と日本ゴム協会との共

催で免震専科講習会「免震建築

の詳細設計法と積層ゴムの性能

に関する講習会」を6月中旬開催

の予定で計画している。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、4月25

日（水）に開催されました。5月25

日発行予定の会誌56号の進行状

況、次の57号の内容及び執筆依

頼について検討しました。

また機関誌の編集内容及び発行

回数等をアンケートの回答の分析

結果をもとに協議し、読者に読み

やすい内容に努める事とした。

情報発信としての免震協会HP

についても上記アンケートの意

見も反映して、読みやすさをテ

ーマにメディアWGを中心として

検討する事とした。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

3月1日に第7回委員会を実施。

地震リスク、環境問題、地震防

災の3テーマについて、新たに、

免震装置のメーカーの方にも参

加を依頼し、平成19年6月を目標

に報告書としてまとめる。

戸建住宅部会
委員長　中澤　昭伸

平成16年9月28日付で施行され

た免震建築物の告示の改正以後、

（財）日本建築センタ－主催による

講習会に協力し、本年も2/22に大

阪、3/14に東京で開催した。6月

施行の法改正について3/13に意見

交換した結果、戸建ての免震化

の普及を妨げる可能性があり、

当部会として再度の法改正の要

望をする予定である。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

昨年1 1月に行われた第1回

CIB/W114会議において取りまと

めたアクションプランのうち、

①ベンチマーク建物を用いた性

能評価法の国際比較、②ユーザ

ーのための免震構造・デバイス

のランク付け（性能、コスト）、

③各国の設計事例に関する情報

収集、について集中的に活動を

進めることになった。また、最

新の技術情報などをニュースレ

ターで海外に発信することも検

討している。これらの活動は、

海外の研究者の積極的な参加を

呼びかけ、国際的な共同作業に

したいと考えている。

表彰委員会
委員長　神田　順

本年度の表彰委員会では、功労

賞については、応募がなく見送っ

た。技術賞については、3件、作

品賞については、8件、計11件の

応募があり、慎重審議の上、委員

会で技術賞1件、作品賞3件を選定

し、推薦することを決定した。

初回委員会（1月25日開催）にお

いて、事前に送付された応募書

類をもとに意見交換を行い、技

術賞に関しては、3件をヒヤリン

グの対象に、作品賞は6件を現地

審査の対象に選出した。技術賞

としては、3月14日、技術系の委

員中心にヒヤリングを行い、柱

脚周りに限定された補強機構を

用いた中間層免震レトロフィッ

トに対して、技術の可能性を広
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免震部建築施工管理技術者講

習・試験

10月7日（日）都市センターホテル

免震部建築施工管理技術者更

新講習会

11月11日（日）新宿NSビル

免震建物点検技術者更新講習会

11月25日（日）新宿NSビル

免震建物点検技術者講習・試験

1月26日（土）砂防会館

維持管理委員会
委員長　沢田　研自

平成18年度は、大きく3つの課

題について実施しています。

1）「設計に役立つ問題事例と

推奨事例」の出版準備

副題として、“点検業務から

みた免震建物”とし、点検業務

において見られる不具合の原

因を遡って考え、設計に役立

つ冊子としてまとめました。

2）「免震建物維持管理基準－

2007－」の出版準備

維持管理基準は概ね3年毎

の改定をしてきましたが、免

震建物が登場して既に20数年

を経て各種更新工事なども行

われることから、更新工事後

の点検についても言及し、ま

た現場での運用における矛盾

点等を整理し判りやすく追記

することとしています。

3）「免震建物点検技術者」資格

の更新について整備

平成20年3月に最初の更新

が予定されている「免震建物

点検技術者」資格について、

資格制度委員会更新部会とし

て更新に関する手続き等の整

備をおこないました。

各冊子の出版、資格の更新の

ご案内ともに、平成19年8月を目

処に準備をすすめています。

げた成果を認め、4月5日第2回委

員会に謀り、全員一致して選定

した。作品賞については2月から

3月にわたって5回の現地審査を

実施した。現地審査の結果をも

とに、第2回委員会において投票

を行い、候補作品の審議を行い、

3件を推薦することとした。いず

れの作品も建築空間の展開にお

いて免震構造としての特性を生

かしており、また総合的にも優

れた建築作品として高く評価さ

れるものとして、表彰委員会で

一致して選定した。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

（1）平成17度免震建物点検技

術者登録申請は本年3月1

日に締め切ったが、合格

者110名のうち、106名が

登録手続を完了した。

（2）平成18年度免震建物点検

技術者講習・試験は1月27

日（土）に全共連ビル本館に

て開催され、申込者202名

のうち194名が受験した。

受験者の内訳は、受験資

格Aが93名及びBが31名

（いずれも、レポート試

験＋筆記試験）の計124名、

受験資格C（レポート試験）

は70名であった。この試

験について、2月14日に開

催した当委員会は、187名

を合格（合格率96.4％）と判

定し、その旨を直ちに該

当者に通知した。

（3）平成19年度に当協会が開

催する資格制度関連の講

習・試験等の年間日程に

ついては、下記の通り実

施することとした。
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1.12

1.16

1.16

1.23

1.25

1.25

1.25

1.26

1.30

1.31

1.31

1.31

2.1

2.1

2.8

2.8

2.14

2.14

2.16

2.19

2.20

2.27

2.28

3.1

3.1

3.2

3.2

3.6

3.13

3.13

3.14

3.14

3.16

3.19

3.23

3.26

3.27

3.30

技術委員会／応答制御部会／パッシブ制振評価小委員会・制振部材品質基準小委員会合同

運営委員会

普及委員会／運営幹事会

技術委員会／設計部会／設計支援ソフト小委員会

技術委員会／防耐火部会

表彰委員会

普及委員会／教育普及部会

技術委員会／設計部会／入力地震動小委員会

資格制度委員会／点検技術者試験部会

運営委員会／企画小委員会

普及委員会／出版部会／「MENSHIN」55号編集WG

普及委員会／出版部会

維持管理委員会

技術委員会／免震部材部会／住宅免震システム委員会

資格制度委員会／点検技術者審査部会

建築計画委員会

運営委員会

資格制度委員会／運営幹事会

技術委員会／免震部材部会／アイソレータ小委員会

国際委員会

普及委員会／運営幹事会

技術委員会／設計部会／設計支援ソフト小委員会

技術委員会／設計部会／入力地震動小委員会

技術委員会／防耐火部会

普及委員会／社会環境部会

技術委員会／応答制御部会／パッシブ制振評価小委員会／制振部材解析WG

技術委員会／設計部会／設計小委員会

普及委員会／出版部会／「考え方進め方免震建築」英訳作業WG

運営委員会

普及委員会／戸建住宅部会／免震住宅推進WG

表彰委員会

普及委員会／教育普及部会

技術委員会／免震部材部会／住宅免震システム委員会

普及委員会／運営幹事会

技術委員会／免震部材部会／アイソレータ小委員会

技術委員会／免震部材部会／ダンパー小委員会

技術委員会／設計部会／入力地震動小委員会

運営委員会／企画小委員会・財務小委員会合同

事務局

〃

〃

〃

〃

建築家会館3F大会議室

建築家会館3F小会議室

事務局

建築家会館3F小会議室

〃

事務局

〃

〃

建築家会館3F小会議室

〃

事務局

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

建築家会館1F大ホール

事務局

〃

建築家会館3F大会議室

JIA館1階小ホール

事務局

〃

〃

〃

〃

〃

建築家会館3F小会議室

17

14

9

6

16

8

9

14

4

6

5

13

6

10

2

4

13

8

7

4

6

2

13

14

6

6

7

3

11

12

9

6

4

5

8

15

11

7

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2007.1.1～2007.3.31）
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会員種別 会員名

氏　名

業種または所属

所　属

入　会

会員種別

退　会

第1種正会員 太平工業㈱ 建設業/総合

　　〃 ㈱地崎工業 建設業/総合

賛助会員 ㈱神崎組 建設業/総合

第2種正会員 桜井  譲爾 

　　〃 中村　雄治 中村建築研究所

　　〃 新谷　隆弘 聖路加看護大学 事務局

　　〃 室田　達郎 （財）日本住宅木材技術センター

　　〃 森野　捷輔 三重大学

会員数 名誉会員 1名
（2007年4月30日現在）

 第1種正会員 107社

  第2種正会員 172名 

  賛助会員 67社 

 特別会員 6団体

氏　名 業　種会員種別

会員種別変更

第1種正会員から賛助会員へ 東海興業㈱ 建設業/総合

第1種正会員

賛助会員

第2種正会員

商社

メーカー/建築材料（けい酸カル
シウム板、耐火被覆・内装材）

明治大学 理工学部建築学科 教授

ナイス㈱

日本インシュレーション㈱

荒川　利治
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容



94 MENSHIN NO.56 2007.5

インフォメーション

◇受賞のお知らせ

当会 第2種正会員 青山博之氏（青山研究室一級建築士事務所／東京大学名誉教授）

が建築に関する学術・技術・芸術の発展向上に長年の業績を通じて、特に著しく

貢献したことにより「鉄筋コンクリート構造の耐震性の高度化に関する一連の研

究と国際技術交流に関する貢献」として「2007年日本建築学会大賞」を受賞され

ました。

◇平成19年度通常総会開催のお知らせ

日　時：平成19年6月7日（木）16:00～17:00

場　所：明治記念館 2階「鳳凰の間」

東京都港区元赤坂2-2-23（JR信濃町駅より徒歩5分）

※総会終了後、協会賞の表彰式・懇親会を予定しています。

◆平成19年度「免震部建築施工管理技術者講習・試験」のお知らせ
資格制度委員会

日　時：平成19年10月7日（日）11：00～17：00

場　所：都市センターホテル 3階「コスモスホール」（東京都千代田区平河町2-4-1）

※受験資格・申込み方法等、詳細は7月2日にホームページに掲載予定ですので

こちらをご覧ください。http://www.jssi.or.jp/

◆平成19年度「免震建物点検技術者講習・試験」のお知らせ
資格制度委員会

日　時：平成20年1月26日（土）11：00～16：00

場　所：砂防会館 別館会議室（東京都千代田区平河町2-7-5）

※受験資格・申込み方法等、詳細は10月1日頃にホームページに掲載予定ですので

こちらをご覧ください。http://www.jssi.or.jp/
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平成18年度免震建物点検技術者試験は、平成19年1月27日（土）東京の全
共連ビルにて行われました。試験の結果を公正かつ慎重に審議のうえ、下記
187名を合格者と決定いたしました。
合格者は、登録申請終了後、本協会より「免震建物点検技術者登録証」が

発行されます。現在、登録申請の受付を行っております。登録期限は、平成
20年2月15日までとなっております。

平成18年度「免震建物点検技術者試験」合格者発表

社団法人日本免震構造協会
会　長 西川　孝夫

資格制度委員会委員長 長橋　純男

青木　隆雄

青島　史典

赤田　岳彦

秋山　俊雄

安久津勇太

東 　 　 宏

安孫子義博

安 部 　 誠

安部　隆博

雨宮　昌弘

飯塚　信一

飯塚　正義

石井　一昭

石 川 　 潔

石動　眞司

石 山 　 淳

磯川　昌之

居谷　善司

一石　貴史

市場　正志

射手園聡士

伊藤　成幸

伊 原 　 聡

岩　　和三

上薗　忠敬

内田　健一

浦田　史朗

越膳　光春

遠藤　和之

大 石 　 浩

大浦　章伸

大高　一幸

大竹　章夫

大西　崇裕

大沼　耕平

大野　時男

邑楽　光夫

岡田　秀明

岡 橋 　 稔

小川　直宏

荻野　明彦

荻原　孝司

奥津　宣幸

小澤　正佳

小澤　義和

忍海邊昌昭

柿田　修男

掛水　直幸

梶 野 　 実

片桐　一幸

加藤　敏幸

兼岡　大介

金子　尚憲

金 田 　 茂

河合　俊直

川 島 　 猛

川 田 　 学

菊 谷 　 忠

菊地　規幸

北川　健人

北島　敏行

久保　普愛

久保田敏明

熊崎　貴之

黒崎　裕光

桑田　和宏

慶秀　康次

小塚　裕一

後藤　英範

小林　秀如

齊藤　撤儒

齋藤　靖彦

酒 井 　 聡

境 　 東 来

坂井　秀行

榊 原 　 泰

桜井　秀夫

佐藤　正浩

柴 田 　 誠

島田　慎也

清 水 　 朗

清 水 　 猛

下川　隆史

重坂　寛司

正 　 直 樹

白 浜 　 洋

新海　正明

菅 谷 　 学

菅 原 　 史

菅 原 　 博

杉山　憲史

鈴木　顕人

鈴木　康介

鈴木　孝幸

鈴 木 　 武

鈴木藤五郎

鈴木　英雄

鈴木　幸和

清 　 佳 弘

高 井 　 豊

高 岡 　 均

高草　恭一

倉　政則

高橋　計人

橋　信行

高橋　博美

瀧口　知樹

武石　徳広

武 田 　 力

多治見一郎

田中　昌也

谷口　達男

谷村　隆司

田村　雅紀

堤 　 信 賢

常 川 　 茂

鳥 羽 　 寛

友時　照俊

内 藤 　 陽

中島　康晴

中 島 　 陽

永妻　壮一

中町　公彦

中町　高士

中 村 　 貴

中 村 　 嶽

中村　文聡

仲村　昌晋

永 目 　 正

西 村 　 衛

二瓶　忠史

根本　誠之

野崎伊津雄

野寺　克己

橋田　昌哉

橋 本 　 亨

長谷川四郎

長谷田　城

八戸　卓美

馬場　尚人

濱口　弘樹

濱 田 　 圭

早川　聖人

林 　 哲 也

林 　 瑞 樹

林部　寿和

原 　 功 三

原 島 　 弘

平野　裕一

福地　正倫

福 元 　 明

福元　誠幸

藤崎　一穂

藤澤　研二

藤村　直毅

藤本　博志

舟 崎 　 護

堀江　善正

本田　英則

松 川 　 清

松 永 　 悟

松原　純治

松本　一志

丸 山 　 哲

三 上 　 修

宮 城 　 司

村井　信彦

村 松 　 充

森 　 浩 之

森田　健二

森野　宏一

家市　勇人

矢嶋　勇治

柳 　 勝 幸

山 縣 　 正

山口　憲治

山 口 　 晋

山 田 　 博

山村　俊博

山本　雅史

吉本　秀蔵　

脇 　 正 和

脇 村 　 潤

渡井富喜男

渡邉　智宏

渡邊　直樹

渡辺　信治

（氏名あいうえお順）
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土金木水火月日

1 2 3 4 5 6 7

8 9 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 31 　

7月 7/ 2 平成19年度「免震部建築施工管理技術者」講習・
試験案内送信、HP掲載

7/17 通信理事会

土金木水火月日

　 　 　 1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30 31

8月

8/16 通信理事会

8/24 平成19年度「免震部建築施工管理技術者」講習・
試験申込受付締切り

8/27 会誌「menshin」No.57発行　1120部

土金木水火月日

　 　 1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30 31 　

5月

5/11 平成18年度収支計算書等の監事監査（協会会議室）

5/16 理事会（協会会議室） 約20名

5/25 会誌「menshin」No.56発行 1120部

土金木水火月日

　 　 　 　 　 1 2

3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28 29 30

6月 6/上旬 記者懇談会（協会会議室）

6/ 7 平成19年度通常総会、協会賞表彰式、懇親会
（東京：明治記念館） 約100名

6/ 7 平成19年日本免震構造協会協会賞表募集

6/ 7 「免震建物維持管理基準 -2007-」発行

6/18 通信理事会

6/25 免震部建築施工管理技術者更新対象者へ
更新案内送付 206名

6/29 ゴム協会との共催講習会（東京：建築家会館）

は、行事予定日など行事予定表（2007年5月～2007年8月）

※6/17 協会設立記念日
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出版部会では、会誌『MENSHIN』についてのアンケート調査を実施しましたところ、多くの購読者の

方から貴重なご意見をいただきました。その結果についての集計がまとまりましたので、ご報告させて

いただきます。ご協力ありがとうございました。

1 アンケート実施方法
■実施期間 2006年11月24日～3月31日

■実施方法 ・会誌54号配布時に、アンケート用紙挿入

・各委員会で委員に配布

■回答件数 132

■回答者内訳

アンケート結果

出版部会

①回答者の所属
「設計事務所」「メーカー」「建設業」の方が
最も多い。

②回答者の事業内容
構造に携わっている方が最も多く55％。

③回答者の年代別
40歳以上の回答者が68％。

2 アンケート項目の結果

アンケート

①会誌発行回数〈現状年4回〉
について妥当ですか。

「妥当」と回答された方が94％。

②表紙のデザインを変更してもい
いですか。

「変更した方がよい」との回答は8％

③現状の内容全般について満足してい
ますか。

「満足」「やや満足」「普通」と回答された方が、94％



⑦掲載してほしい内容など、その他、ご意見等

出版部会に対して

・会員からの投稿呼びかける

・今のままで結構面白い

・中小ビル、木造住宅等、小型免震構造の設

計、工法、施工法の紹介

・制振建物の紹介　等

協会に対して

・国内の免震建物の把握、免震部材の統一評

価基準

・（メーカーの方から）設計者の声が知りたい、

経営者から見た免震の評価が知りたい

・将来の免震技術の予定を記したロードマッ

プの作成

・免震及び中高層ビル長周期地震動に対する

研究の現状と対策　等
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④現在掲載中の主な記事について、どの内容を重

視して読んでいますか（複数回答可）。

⑤免震に関して、どのような分野の内容に興味が

ありますか。（複数回答可）

3 今後の取り組み
調査結果より、発行回数、内容共に現状で満足していただけている事が分かった。そして、回答④～⑦の

のご要望を勘案し、今後内容の充実をはかっていきたい。

出版部会は、アンケートの貴重な意見をふまえ、今後より良い会誌を作成するため努力してまいります。

ご意見、ご感想など　　　JSSI事務局　mail : kaishi@jssi.or.jp

⑥免震に関する興味あるキーワードについて（複数

回答可）

・高層免震 （76）

・新しい免震構造 （64）

・レトロフィット （61）

・中間層免震、長周期地震動 （各53）

・面白い免震構造 （42）

・免震効果、軟弱地盤免震 （各40）

・杭頭免震 （36）

・風応答強風対策 （30）

・設計手法、コスト （各29）

・制震装置、各部ディテール （各27）

・住宅免震、制震建物 （各23）

・告示免震 （22）

・免震に関するQ＆A、免震部材ダンパー （各20）

・免震部材アイソレーター （19）

・経年変化、地震保険、基礎免震 （各18）

・制震設計手法 （17）

・エキスパンションジョイント、性能評価、

設計の自由度 （各16）

・地震観測 （15）

・免震部材の取り替え （14）

・模擬波、免震部材取り付け部の設計 （各13）

・低層免震 （12）

・耐火被覆 （12）

・技術者などの座談会 （8）

・免震建物補助金、部分免震（床免震など）、

点検業務内容、施工管理、防振対策 （各7）

・製品検査、施工計画 （各6）

・アクティブ （5）

・エレベーター、地震計、免震部材のさび対策

（各3）

・設計工程、免震層の湿度（水）対策、

パッシブ、工程計画 （各2）

・その他（不具合事例（2）、資産評価（2）、積層

ゴムの引き抜き対策）



新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒100-8071 東京都千代田区大手町二丁目6番3号
問合せ先：03-3275-6667 0120-57-7815 http://www.nsc-eng.co.jp/
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会誌「MENSH I N」　広告掲載のご案内

会誌「MENSH I N」に、広告を掲載しています。貴社の優れた広告をご掲載下さい。

●広告料金とサイズなど

1 ）広告の体裁 A４判（全ページ）　1色刷

 掲載ページ 毎号合計10ページ程度

2 ）発行日 年４回　2月・5月・8月・11月の25日

3 ）発行部数 1,200部

4 ）配布先 社団法人日本免震構造協会会員、官公庁、建築関係団体など

5 ）掲載料（１回）

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

6 ）原稿形態 広告原稿・フィルムは、内容（文字・写真・イラスト等）をレイアウトしたものを、

 郵送して下さい。

 広告原稿・フィルムは、掲載者側で制作していただくことになりますが、会誌印刷会社

 （株）大應に有料で委託することも可能です。

7 ）原稿内容 本会誌は、技術系の読者が多く広告内容としてはできるだけ設計等で活用できるような

 資料が入っていることが望ましいと考えます。

 出版部会で検討し、不適切なものがあった場合には訂正、又は掲載をお断りすることも

 あります。

8 ）掲載場所 掲載場所につきましては、当会にご一任下さい。

9 ）申込先 社団法人日本免震構造協会 事務局

 〒150-0001　東京都渋谷区神宮前2-3-18　JIA館2階

 TEL　03-5775-5432　FAX　03-5775-5434

広告を掲載する会員は、現在のところ正会員としておりますが、賛助会員の方で希望される場合は、事務局へ

ご連絡下さい。

スペース 料　金 原稿サイズ

1ページ ￥84,000（税込） 天地　260mm　左右　175mm



震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

価格（税込） ： 会員［特別価格］ ￥5,500
発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Frances社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）
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今年のゴールデンウィークは好天に恵まれ、各

地で多くの人出があり、特に都心の最新の開発施

設に来場者が殺到したとメディアの報道がありま

した。これらの開発地域では超高層ビルは制震装

置が、住宅棟は免震装置を採用している傾向が見

られますので、機会があるごとに紹介していきた

いと思います。

今号では、従前にお願い致しましたアンケート

の結果を掲載しており、概ね現在の編集方針に賛

同を得る結果を得られました。また、掲載してほ

しい内容や興味あるキーワード、参考となるご意

見等も頂きどうも有り難うございました。早速、

免震建築紹介では、告示免震・住宅免震、会誌と

してはじめて超高層ビルの制震建物紹介を掲載致

しました。今後もアンケート結果を会誌に反映し

ていきたいと思っております。

免震建築訪問では、3次曲面の透明感あるガラス

ファサードを持つ「国立新美術館」を訪問しまし

た。展示室の大スパンには上下振動用TMD制震装

置があり、建物全体が基礎免震で大きなアトリウ

ム等、非常に興味ある訪問でした。今回の訪問取

材を含め編集WGは、加藤（直）、酒井、鳥居、中村、

岩下さんの5名の方々でした。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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都営地下鉄大江戸線

東京メトロ銀座線

食品衛生センター

秀和レジデンス

◆最寄駅
　地下鉄　銀座線 外苑前駅
　　　　　3番出口より徒歩10分
　　　　　大江戸線 国立競技場前駅
　　　　　徒歩10分
　J R　　 総武線 千駄ヶ谷駅より
　　　　　徒歩15分

月星化成

神宮前3

青山3

外苑前
青山ベルコモンズ

新川屋
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